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規規 則則

改正後改正前

第３条 条例別表の５の３の項に規定する事務で別に規則で定める

ものは、宮崎県立自然公園条例施行規則（昭和52年宮崎県規則第

１号）による次の事務とする。

（１） 第５条第２項（第７条第２項（第16条において準用する場

合を含む。）及び第16条において準用する場合を含む。）の規

定による期日の延期に関すること。

（２） 第６条第１項（第16条において準用する場合を含む。）の

規定による届出の受理に関すること。

（３） 第７条第１項（第16条において準用する場合を含む。）の

規定による承認に関すること。

（４） 第８条第１項の規定による承認に関すること。

（５） 第９条第１項の規定による承認に関すること。

（６） 第10条（第16条において準用する場合を含む。）の規定に

よる条件の付加に関すること。

（７） 第11条（第16条において準用する場合を含む。）の規定に

よる届出の受理に関すること。

（８） 第12条第１項（第16条において準用する場合を含む。）の

規定による報告の徴収及び立入検査に関すること。

（９） 第13条（第16条において準用する場合を含む。）の規定に

よる改善命令に関すること。

（10） 第14条第２項の規定による認可の取消しに関すること。

（11） 第15条の規定による措置命令に関すること。

（12） 第16条において準用する第８条第１項の規定による届出の
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受理に関すること。

（13） 第16条において準用する第９条第１項の規定による届出の

受理に関すること。

第４条～第８条 ［略］ 第３条～第７条 ［略］

附 則

この規則は、平成22年６月15日から施行する。

宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定める規則をここに公布する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第26号

宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例の一部の施行期日を定める規則

宮崎県における事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（平成22年宮崎県条例第17号）附則ただし書に規定する改正規定中別

表５の項から５の３の項までの改正規定の施行期日は、平成22年６月15日とする。

宮崎県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第27号

宮崎県立自然公園条例施行規則の一部を改正する規則

宮崎県立自然公園条例施行規則（昭和52年宮崎県規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

目次

第１章 ［略］

第２章 公園計画及び公園事業（第２条―第16条）

第３章 保護及び利用（第17条―第44条）

第４章 雑則（第45条―第47条）

附則

（公園事業となる施設の種類）

第２条 条例第２条第３号の知事が定める施設は、次のとおりとす

る。

（１）～（６） ［略］

（７） 運輸施設（主として自然公園の区域内において路線又は航

路を定めて旅客を運送する自動車、船舶、水上飛行機、鋼索鉄

道又は索道による運送施設、主として自然公園の区域内におい

て路線を定めて設けられる道路運送法（昭和26年法律第 183号

）第２条第８項の一般自動車道及び主として旅客船の用に供す

る係留施設をいう。以下同じ。）

（８）～（12） ［略］

（公園事業の執行認可の申請）

第４条 条例第７条第３項の規定により公園事業の執行の認可を受

けようとする者は、別記様式第１号による申請書に次に掲げる書

類（第２条第７号に掲げる施設（以下「運輸施設」という。）に

係る認可の申請にあっては、第５号及び第６号に掲げる書類を除

く。）及び図面を添えて知事に提出しなければならない。

（１） 施設の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図

（２） 施設の付近の状況を明らかにした縮尺 5，000分の１以上の

概況図及び天然色写真

（３） 施設の規模及び構造（運輸施設にあっては、当該施設が風

景に及ぼす影響を明らかにするために必要な事項に限る。）を

明らかにした縮尺 1，000分の１以上の平面図、立面図、断面図

目次

第１章 ［略］

第２章 公園計画及び公園事業（第２条―第11条）

第３章 保護及び利用（第12条―第36条）

第４章 生態系維持回復事業（第37条―第41条）

第５章 風景地保護協定及び公園管理団体（第42条―第45条）

第６章 雑則（第46条―第48条）

附則

（公園事業となる施設の種類）

第２条 条例第２条第３号の知事が定める施設は、次のとおりとす

る。

（１）～（６） ［略］

（７） 運輸施設（主として自然公園の区域内において路線又は航

路を定めて旅客を運送する自動車、船舶、水上飛行機、鉄道又

は索道による運送施設、主として自然公園の区域内において路

線を定めて設けられる道路運送法（昭和26年法律第 183号）第

２条第８項の一般自動車道及び主として旅客船の用に供する係

留施設をいう。以下同じ。）

（８）～（12） ［略］

（公園事業の執行の同意又は認可）

第４条 条例第７条第２項の同意又は同条第３項の認可は、公園施

設ごとに同意を得、又は認可を受けるものとする。
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、構造図、意匠配色図及び給排水計画図

（４） 工事の施行を要する場合にあっては、木竹の伐採、修景の

ための植栽その他当該工事に付随する工事の内容を明らかにし

た書類及び縮尺 1，000分の１以上の図面

（５） 工事の施行を要する場合にあっては、当該工事の施行に要

する経費につき、用地費、土木工事費、建築工事費、造園工事

費、初度調弁費、諸掛費等の項目ごとに金額を記載した書類

（６） 施設の管理又は経営に要する経費につき、収入並びに支出

の総額及びその内訳並びに事業資金の総額に対する純益の割合

を記載した書類

（７） 法人にあっては、定款、寄附行為又は規約及び登記事項証

明書

（８） 法人を設立しようとする者にあっては、定款、寄附行為又

は規約

（９） 法人格のない組合（以下「組合」という。） にあっては、

組合契約書の写し

（10） 公園事業の執行に必要な土地、家屋その他の物件を当該事

業の執行のために使用することができることを証する書類

（施設の供用開始等）

第５条 自然公園の利用のための施設に関する公園事業（運輸施設

に関する公園事業を除く。）の執行の認可を受けた者は、知事の

定める期日までに施設の供用を開始しなければならない。

２ 知事は、正当な理由があると認めたときは、前項の期日を延期

することができる。

３ 前項の規定による期日の延期の申請は、別記様式第２号による

申請書によってしなければならない。

（執行の同意又は認可の申請）

第５条 条例第７条第２項又は第３項の規定により公園事業の執行

の同意を得ようとする者又は認可を受けようとする者は、別記様

式第１号による申請書を知事に提出して行うものとする。

２ 条例第７条第４項第６号に規定する知事が定める事項は、次の

各号に掲げるものとする。

（１） 公園施設の構造（運輸施設にあっては、当該施設が風景に

及ぼす影響を明らかにするために必要な事項に限る。）

（２） 第２条第１号から第９号までに掲げる公園施設にあっては

、その施設の供用開始の予定年月日

（３） 工事の施行を要する場合にあっては、その施行の予定期間

３ 条例第７条第５項に規定する知事が定める書類は、次の各号に

掲げるものとする。ただし、運輸施設に関する公園事業にあって

は、第７号、第８号及び第10号に掲げる書類を、公共団体の行う

公園事業にあっては、第１号、第２号、第６号から第８号まで及

び第11号に掲げる書類を除く。

（１） 個人にあっては、住民票の写し

（２） 法人にあっては、登記事項証明書

（３） 公園施設の位置を明らかにした縮尺25，000分の１以上の地

形図

（４） 公園施設の付近の状況を明らかにした縮尺 5，000分の１以

上の概況図及び天然色写真

（５） 公園施設の規模及び構造（運輸施設にあつては、当該施設

が風景に及ぼす影響を明らかにするために必要な事項に限る。

）を明らかにした縮尺 1，000分の１以上の各階平面図、２面以

上の立面図、２面以上の断面図、構造図、意匠配色図及び給排

水計画図並びに事業区域内にある公園施設の配置を明らかにし

た縮尺 1，000分の１以上の配置図

（６） 法人にあつては、定款、寄附行為又は規約

（７） 公園施設の管理又は経営に要する経費について収入並びに

支出の総額及びその内訳を記載した書類その他公園施設を適切

に管理又は経営することができることを証する書類

（８） 事業資金を調達することができることを証する書類

（９） 工事の施行を要する場合にあっては、木竹の伐採、修景の

ための植栽その他当該工事に付随する工事の内容を明らかにし

た書類及び縮尺 1，000分の１以上の図面
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（管理又は経営の方法の届出）

第６条 公園事業（運輸施設に関する公園事業を除く。）の執行の

認可を受けた者は、その管理又は経営の方法のうち重要なものと

して知事が定めるものを定め、知事に届け出なければならない。

管理又は経営の方法のうち重要なものとして知事が定めるものを

変更したときも、同様とする。

２ 前項の規定による届出は、別記様式第３号による届出書によっ

てしなければならない。

（施設の変更等の承認）

第７条 公園事業の執行の認可を受けた者（以下「公園事業者」と

いう。）は、次に掲げる事項（運輸施設に関する公園事業者にあ

っては、第３号を除く。）を変更しようとするときは、知事の承

認を受けなければならない。ただし、建築物の内部の構造の変更

であって軽易なものについては、この限りでない。

（１） 施設の位置

（２） 施設の規模及び構造（運輸施設にあっては、当該施設が風

景に及ぼす影響を明らかにするために必要な事項に限る。）

（３） 施設の管理又は経営の方法の概要

２ 第５条の規定は、前項の規定による承認を受けた者について、

準用する。

３ 第１項の規定による変更の承認を受けようとする者は、別記様

式第４号による申請書に変更の内容を明らかにした図面を添えて

、知事に提出しなければならない。

（事業の休止及び廃止）

第８条 公園事業者は、公園事業の全部又は一部を休止し、又は廃

止しようとするときは、知事の承認を受けなければならない。た

だし、その休止又は廃止につき、他の法令の規定により行政庁の

許可、認可その他の処分を必要とするときは、この限りでない。

２ 前項の承認を受けようとする者は、別記様式第５号による申請

書を知事に提出しなければならない。

（地位の承継）

第９条 公園事業者たる地位は、知事の承認を受けたとき、又は当

該公園事業たる事業の譲渡につき他の法令の規定により行政庁の

認可その他の処分を受けたときは、譲渡により承継することがで

きる。

２ 公園事業者が死亡したときはその相続人が、公園事業者である

法人の合併があったときは合併後存続する法人又は合併により設

立された法人が、公園事業者である法人の分割（公園事業の全部

を承継させるものに限る。）があったときは分割により公園事業

の全部を承継した法人が、それぞれ当該公園事業者たる地位を承

継する。

３ 第１項の承認を受けようとする者は、別記様式第６号による申

請書に次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない

。

（10） 工事の施行を要する場合にあっては、積算の基礎を明らか

にした工事費概算書

（11） 公園事業の執行に必要な土地、家屋その他の物件を当該事

業の執行のために使用することができることを証する書類

（変更の同意又は認可を要しない軽微な変更）

第６条 条例第７条第６項ただし書に規定する知事が定める軽微な

変更は、次に掲げるものとする。

（１） 条例第７条第４項第１号に掲げる事項の変更

（２） 条例第７条第４項第５号に掲げる事項のうち、次に掲げる

事項の変更

ア 公園施設の管理又は経営を委託する場合にあっては、受託

者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者

の氏名

イ 公園施設の供用期間が通年でない場合にあっては、その供

用期間

ウ 公園施設の占用又は使用に対し料金を徴収する場合にあっ

ては、その標準的な額

エ 第５条第３項第２号及び第３号に掲げる事項

（公園事業の内容の変更の同意又は認可の申請）

第７条 条例第７条第７項の規定による公園事業の変更の同意又は

認可の申請は、別記様式第２号による申請書を提出して行うもの

とする。

２ 条例第７条第８項において準用する同条第５項に規定する知事

が定める書類は、第５条第３項第３号及び第４号に掲げる書類の

ほか、変更に係る第５条第３項各号に掲げる書類（同項第３号及

び第４号に掲げるものを除く。）とする。

（変更の同意又は認可を要しない軽微な変更の届出）

第８条 条例第７条第９項の規定による届出は、別記様式第３号に

よる届出書を提出して行うものとする。

（承継の同意又は承認の申請）

第９条 条例第９条第１項の規定による承継の同意又は承認の申請

は、別記様式第４号による申請書に次の各号に掲げる書類を添え

て提出するものとする。

（１） 合併法人等の定款、寄附行為又は規約及び登記事項証明書

（２） 第５条第３項第３号、第４号及び第11号に掲げる書類

（３） 合併契約書及び合併により消滅した公園事業者の登記事項

証明書又は分割契約書

２ 条例第９条第２項の規定による相続の承認の申請は、別記様式

第５号による申請書に次の各号に掲げる書類を添えて、知事に提

出して行うものとする。

（１） 第５条第３項第１号、第３号、第４号及び第11号に掲げる

書類

（２） 被相続人との続柄を証する書類
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（１） 譲渡に関する契約書の写し

（２） 譲受人が現に公園事業者でない法人又は組合であるときは

、定款、寄附行為又は規約及び登記事項証明書又は組合契約書

の写し

（３） 譲受人が法人を設立しようとする者であるときは、定款、

寄附行為又は規約

（条件）

第10条 知事は、条例第７条第３項の規定による認可又は第７条か

ら前条までの規定による承認については、自然公園の保護又は利

用上必要な限度において条件を付することがある。ただし、運輸

施設に関する公園事業に係る認可又は承認については、自然公園

の保護上必要な条件とする。

（届出）

第11条 公園事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、当

該各号に定める様式による届出書により、速やかに知事に届け出

なければならない。

（１） 相続により公園事業者たる地位を承継したとき。 別記様

式第７号

（２） 合併又は分割により公園事業者たる地位を承継したとき。

別記様式第８号

（３） 住所又は氏名（法人又は組合にあっては、主たる事務所の

所在地又は名称）を変更したとき。 別記様式第９号

（４） 法人を設立したとき。 別記様式第10号

（５） 休止した施設の供用を再開したとき。 別記様式第11号

（６） 第８条第１項ただし書に規定する休止又は廃止をしようと

するとき。 別記様式第12号

（７） 公園事業者たる地位を譲渡により承継したとき（第９条第

１項の規定により知事の承認を受けたときを除く。）。 別記

様式第13号

（報告の徴収及び立入検査）

第12条 知事は、公園事業者に対し、公園事業の執行に関し報告を

命じ、又はその職員に公園事業に係る施設に立ち入らせ、その設

備及び帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは公園事業の執

行に関し質問をさせることがある。

２ 前項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求

があるときは、これを提示しなければならない。

３ 公園事業者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による立

入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定による質

問に対し虚偽の陳述をしてはならない。

（改善命令）

第13条 知事は、公園事業の適正な執行を確保するため必要がある

と認めるときは、公園事業者（運輸施設に関する公園事業者を除

く。）に対して、当該公園事業に係る施設又はその管理若しくは

経営の方法の改善を命ずることがある。

（認可の失効及び取消し）

第14条 公園事業たる事業が他の法令の規定により行政庁の許可、

認可その他の処分を必要とするものである場合において、その処

分が取り消され、その他その効力が失われたときは、当該事業に

係る公園事業の執行の認可は、その効力を失う。

２ 知事は、公園事業者が第５条第１項若しくは第２項（第７条第

２項において準用する場合を含む。）、第７条第１項、第８条第

１項若しくは第12条第３項の規定、第10条の規定による条件又は

第12条第１項若しくは第13条の規定による命令に違反したときは

、公園事業の執行の認可を取り消すことがある。

（３） 相続人が２人以上ある場合においては、その全員の同意に

より公園事業を承継すべき相続人として選定されたことを証す

る書類

（公園事業の休廃止の届出）

第10条 条例第10条の規定による届出は、公園事業を休止又は廃止

しようとする日の１月前までに、別記様式第６号による届出書に

第５条第３項第３号及び第４号に掲げる書類を添付して行うもの

とする。

（同意又は認可の失効の届出）

第11条 条例第11条第２項の規定による届出は、別記様式７号によ

る届出書に次の各号に掲げる書類を添付して行うものとする。

（１） 第５条第３項第３号及び第４号に掲げる書類

（２） 他法令の規定による行政庁の許可、認可その他の処分が取

り消されたこと、その他その効力が失われたことを証する書類
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（原状回復命令等）

第15条 知事は、公園事業者が公園事業者でなくなった場合（譲渡

又は合併により公園事業者でなくなった場合を除く。）において

、自然公園の保護のために必要があると認めるときは、その者に

対し、その保護のために必要な限度において原状回復を命じ、又

は原状回復が著しく困難である場合に、これに代わるべき必要な

措置を執るべき旨を命ずることがある。

（公共団体の行う公園事業）

第16条 第４条から第13条まで及び第14条第１項の規定は、条例第

７条第２項の規定により公共団体が行う公園事業について準用す

る。この場合において、これらの規定中「執行の認可」とあるの

は「執行の同意」と、「運輸施設」とあるのは「運輸施設又は道

路法（昭和27年法律第 180号）による道路」と、第８条第１項中

「知事の承認を受けなければならない」とあるのは「知事に届け

出なければならない」と、第９条第１項中「知事の承認を受けた

とき」とあるのは「知事に届け出たとき」と読み替えるものとす

る。

第３章 保護及び利用

第17条 ［略］

（特別地域内における行為の許可の申請）

第18条 条例第11条第４項の規定による許可を受けようとする者は

、次の各号に掲げる行為ごとに当該各号に掲げる様式による申請

書を知事に提出しなければならない。

（１） 条例第11条第４項第１号に掲げる行為 別記様式第14号

（２） 条例第11条第４項第２号に掲げる行為 別記様式第15号

（３） 条例第11条第４項第３号に掲げる行為 別記様式第16号

（４） 条例第11条第４項第４号に掲げる行為 別記様式第17号

（５） 条例第11条第４項第５号に掲げる行為 別記様式第18号

（６） 条例第11条第４項第６号に掲げる行為 別記様式第19号

（７） 条例第11条第４項第７号に掲げる行為 別記様式第20号

（８） 条例第11条第４項第８号に掲げる行為 別記様式第21号

（９） 条例第11条第４項第９号に掲げる行為 別記様式第22号

（10） 条例第11条第４項第10号に掲げる行為 別記様式第23号

（11） 条例第11条第４項第11号に掲げる行為 別記様式第24号

（12） 条例第11条第４項第12号に掲げる行為 別記様式第25号

（13） 条例第11条第４項第13号に掲げる行為 別記様式第26号

２ 前項の申請書には、次に掲げる図面を添えなければならない。

（１） 行為の場所を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図

（２）～（４） ［略］

３・４ ［略］

（特別地域内における行為の許可の審査基準）

第19条 条例第11条第４項各号に掲げる行為の許可に係る審査基準

は、知事が定める。

（湿原等の指定に係る土地所有者等との協議）

第20条 条例第11条第４項第12号の規定による区域の指定に当たっ

ては、その区域内の土地について所有権、地上権又は賃借権（臨

時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除

く。）を有する者（以下「土地所有者等」という。）の財産権を

尊重し、土地所有者等と協議するものとする。

第３章 保護及び利用

第12条 ［略］

（特別地域内における行為の許可の申請）

第13条 条例第18条第４項の規定による許可を受けようとする者は

、次の各号に掲げる行為ごとに当該各号に掲げる様式による申請

書を知事に提出しなければならない。

（１） 条例第18条第４項第１号に掲げる行為 別記様式第８号

（２） 条例第18条第４項第２号に掲げる行為 別記様式第９号

（３） 条例第18条第４項第３号又は第10号に掲げる行為 別記様

式第10号

（４） 条例第18条第４項第４号に掲げる行為 別記様式第11号

（５） 条例第18条第４項第５号に掲げる行為 別記様式第12号

（６） 条例第18条第４項第６号に掲げる行為 別記様式第13号

（７） 条例第18条第４項第７号に掲げる行為 別記様式第14号

（８） 条例第18条第４項第８号に掲げる行為 別記様式第15号

（９） 条例第18条第４項第９号に掲げる行為 別記様式第16号

（10） 条例第18条第４項第11号に掲げる行為 別記様式第17号

（11） 条例第18条第４項第12号に掲げる行為 別記様式第18号

（12） 条例第18条第４項第13号に掲げる行為 別記様式第19号

（13） 条例第18条第４項第14号に掲げる行為 別記様式第20号

（14） 条例第18条第４項第15号に掲げる行為 別記様式第21号

（15） 条例第18条第４項第16号に掲げる行為 別記様式第22号

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる図面を添えなければなら

ない。

（１） 行為の場所を明らかにした縮尺25，000分の１以上の地形図

（２）～（４） ［略］

３・４ ［略］

（特別地域内における行為の許可の審査基準）

第14条 条例第18条第４項各号に掲げる行為の許可に係る審査基準

は、知事が定める。

（湿原等の指定に係る土地所有者等との協議）

第15条 条例第18条第４項第15号の規定による区域の指定に当たっ

ては、その区域内の土地について所有権、地上権又は賃借権（臨

時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除

く。）を有する者（以下「土地所有者等」という。）の財産権を

尊重し、土地所有者等と協議するものとする。
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（特別地域が指定された場合等の既着手行為の届出）

第21条 条例第11条第５項の規定による届出は、別記様式第27号に

よる届出書によってしなければならない。

２ 前項の届出書には、前条第２項各号に掲げる図面を添えなけれ

ばならない。

（非常災害のために必要な応急措置として行った行為の届出）

第22条 条例第11条第６項の規定による届出は、別記様式第28号に

よる届出書によってしなければならない。

２ 前項の届出書には、第18条第２項第１号に掲げる図面を添えな

ければならない。

（特別地域内における木竹の植栽又は家畜の放牧の届出）

第23条 条例第11条第７項の規定による届出は、木竹の植栽にあっ

ては別記様式第29号、家畜の放牧にあっては別記様式第30号によ

る届出書によってしなければならない。

２ 前項の届出書には、第18条第２項各号に掲げる図面を添えなけ

ればならない。

（特別地域内における許可又は届出を要しない行為）

第24条 条例第11条第８項第３号に規定する知事が定める行為は、

次に掲げるものとする。

（１）～（５） ［略］

（６） 条例第11条第４項の許可を受けた行為又はこの条の各号に

掲げる行為を行うために必要な工事用の仮工作物（宿舎を除く

。）を新築し、改築し、又は増築すること。

（７） 河川法（昭和39年法律第 167号）第３条第２項に規定する

河川管理施設、砂防法（明治30年法律第29号）第１条に規定す

る砂防設備、森林法（昭和26年法律第 249号）第41条第１項若

しくは第３項の規定により行う保安施設事業に係る施設、海岸

法（昭和31年法律第 101号）第２条第１項に規定する海岸保全

施設、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第２条第３項

に規定する地すべり防止施設又は急傾斜地の崩壊による災害の

防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第２条第２項に規定

する急傾斜地崩壊防止施設を改築し、又は増築すること。

（８） ［略］

（９） 港湾法（昭和25年法律第 218号）第２条第５項に規定する

港湾施設又は同条第３項に規定する港湾区域及び同条第４項に

規定する臨港地区以外の場所に設置する航路標識その他船舶の

交通の安全を確保するために必要な施設若しくは廃油処理施設

、航空保安施設、自記雨量計、積算雪量計その他気象、地象若

しくは水象の観測に必要な施設若しくは鉄道若しくは軌道のプ

ラットホーム（上家を含む。）を改築し、又は増築すること。

（10）～（13） ［略］

（14） 道路に送水管、ガス管、電線等を埋設すること。

（15）・（16） ［略］

（17）～（22） ［略］

（特別地域が指定された場合等の既着手行為の届出）

第16条 条例第18条第５項の規定による届出は、別記様式第23号に

よる届出書によってしなければならない。

２ 前項の届出書には、第13条第２項各号に掲げる図面を添えなけ

ればならない。

（非常災害のために必要な応急措置として行った行為の届出）

第17条 条例第18条第６項の規定による届出は、別記様式第24号に

よる届出書によってしなければならない。

２ 前項の届出書には、第13条第２項第１号に掲げる図面を添えな

ければならない。

（特別地域内における木竹の植栽又は家畜の放牧の届出）

第18条 条例第18条第７項の規定による届出は、木竹の植栽にあっ

ては別記様式第25号、家畜の放牧にあっては別記様式第26号によ

る届出書によってしなければならない。

２ 前項の届出書には、第13条第２項各号に掲げる図面を添えなけ

ればならない。

（特別地域内における許可又は届出を要しない行為）

第19条 条例第18条第８項第４号に規定する知事が定める行為は、

次に掲げるものとする。

（１）～（５） ［略］

（６） 条例第18条第４項の許可を受けた行為又はこの条の各号に

掲げる行為を行うために必要な工事用の仮工作物（宿舎を除く

。）を新築し、改築し、又は増築すること。

（７） 河川法（昭和39年法律第 167号）第３条第２項に規定する

河川管理施設（樹林帯を除く。）、砂防法（明治30年法律第29

号）第１条に規定する砂防設備、森林法（昭和26年法律第 249

号）第41条第１項若しくは第３項の規定により行う保安施設事

業に係る施設、海岸法（昭和31年法律第 101号）第２条第１項

に規定する海岸保全施設、地すべり等防止法（昭和33年法律第

30号）第２条第３項に規定する地すべり防止施設又は急傾斜地

の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）

第２条第２項に規定する急傾斜地崩壊防止施設を改築し、又は

増築すること。

（８） ［略］

（９） 港湾法（昭和25年法律第 218号）第２条第５項に規定する

港湾施設又は同条第３項及び第４項に規定する港湾区域若しく

は臨港地区以外の場所に設置する航路標識その他船舶の交通の

安全を確保するために必要な施設若しくは廃油処理施設、航空

保安施設、自記雨量計、積算雪量計その他気象、地象若しくは

水象の観測に必要な施設又は鉄道若しくは軌道のプラットホー

ム（上家を含む。）を改築し、又は増築すること。

（10）～（13） ［略］

（14） 宅地又は道路に送水管、ガス管、電線等を埋設すること。

（15）・（16） ［略］

（17） 受信用アンテナ（テレビジョン放送の用に供するものに限

る。）を設置すること。

（18）～（23） ［略］

（24） 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法

律（平成16年法律第78号）第３章の規定による防除に係る特定

外来生物である木竹を伐採すること。

（25） 宅地の木竹を損傷（条例第18条第４項第３号の知事が指定

する区域内において損傷するものに限る。以下この条において

同じ。）すること。

（26） 自家用のために木竹を損傷すること。
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（23）～（27） ［略］

（28） 耕作の事業に伴う水又は廃水を排出すること。

（29）～（53） ［略］

（27） 生業の維持のために必要な範囲内で木竹を損傷すること。

（28） 農業を営むために必要な範囲内で木竹を損傷すること。

（29） 漁業を営むために必要な範囲内で木竹を損傷すること。

（30） 枯損した木竹又は危険な木竹を損傷すること。

（31） 病害虫の防除のために必要な範囲内で木竹を損傷すること

。

（32） 災害からの避難、災害復旧又は防災のために必要な範囲内

で木竹を損傷すること。

（33） 施設又は設備の維持管理を行うために必要な範囲内で木竹

を損傷すること。

（34） 電線路の維持のために必要な範囲内で木竹を損傷すること

。

（35） 自然公園において宮崎県野生動植物の保護に関する条例（

平成17年条例第84号）第13条第１項の規定による知事の許可に

係る木竹であって、同条例第11条第１項に規定する指定希少野

生動植物又は同条例第12条第１項に規定する緊急指定野生動植

物に係るものを損傷すること。

（36） 自然公園の区域のうち鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律（平成14年法律第88号）第28条第１項の規定に基づき環

境大臣が指定する鳥獣保護区（以下「国指定鳥獣保護区」とい

う。）内において、同法第28条の２第３項の規定により知事が

環境大臣に協議し、その同意を得た保全事業として木竹を損傷

すること。

（37） 自然公園の区域のうち鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関す

る法律第28条第１項の規定に基づき知事が指定する鳥獣保護区

（以下「県指定鳥獣保護区」という。）内において、同法第28

条の２第１項の規定により県が行う保全事業又は同条第３項の

規定により知事に協議し、その同意を得た保全事業として木竹

を損傷すること。

（38） 環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関す

る法律（平成15年法律第 130号）第２条第３項に規定する環境

教育を行うために必要な範囲内で木竹を損傷すること。

（39） 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法

律第３章の規定による防除に係る特定外来生物である木竹を損

傷すること。

（40） 国又は地方公共団体が法令に基づきその任務とされている

遭難者を救助するための業務（当該業務及び非常災害に対処す

るための業務に係る訓練を含む。）、犯罪の予防又は捜査その

他の公共の秩序を維持するための業務その他これらに類する行

為を行うために必要な範囲内で木竹を損傷すること。

（41） 土地又は木竹の所有者又は使用及び収益を目的とする権利

を有する者がその所有又は権利に係る土地の維持管理を行うた

めに必要な範囲内で木竹を損傷すること（土地又は木竹の所有

者又は使用及び収益を目的とする権利を有する者の同意を得て

行う場合を含む。）。

（42） 法令の規定による検査、調査その他これらに類する行為を

行うために必要な範囲内で木竹を損傷すること。

（43）～（47） ［略］

（48） 耕作の事業に伴う汚水又は廃水を排出すること。

（49）～（73） ［略］

（74） 自然公園において宮崎県野生動植物の保護に関する条例第

13条第１項の規定による知事の許可に係る植物であって、同条

例第11条第１項に規定する指定希少野生動植物又は同条例第12

条第１項に規定する緊急指定野生動植物に係るもの（同条例第
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（54） ［略］

（55） 自然公園において鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法

律（平成14年法律第88号）第９条第１項の許可に係る鳥獣を捕

獲し、若しくは殺傷し、又はそれらの卵を採取し、若しくは損

傷すること。

（56）・（57） ［略］

37条第２項の規定による協議に係るものを含む。）を採取し、

又は損傷すること。

（75） 農業を営むために条例第18条第４項第11号の規定により知

事が指定する植物を植栽し、又は植物の種子をまくこと（条例

第18条第４項第11号の知事が指定する区域内において行うもの

に限る。以下次号において同じ。）。

（76） 森林の整備及び保全を図るために条例第18条第４項第11号

の規定により知事が指定する植物を植栽し、又は植物の種子を

まくこと。

（77） 知事が指定する地域以外の地域において木竹を植栽するこ

と（条例第18条第４項第11号に掲げる行為に該当するものを除

く。以下この条において同じ。）。

（78） 宅地内に木竹を植栽すること。

（79） 桑、茶、こうぞ、みつまた、こりやなぎ、桐、果樹その他

農業用に栽培する木竹又は現存する木竹と同一種類の木竹を植

栽すること。

（80） ［略］

（81） 自然公園において宮崎県野生動植物の保護に関する条例第

13条第１項の規定による知事の許可に係る動物であって、同条

例第11条第１項に規定する指定希少野生動植物又は同条例第12

条第１項に規定する緊急指定野生動植物に係るもの（同条例第

37条第２項の規定による協議に係るものを含む。）を捕獲し、

若しくは殺傷し、又はそれらの卵を採取し、若しくは損傷する

こと。

（82） 自然公園の区域のうち国指定鳥獣保護区内において、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律第28条の２第３項の規定

により知事が環境大臣に協議し、その同意を得た保全事業とし

て鳥獣を捕獲し、若しくは殺傷し、又はそれらの卵を採取し、

若しくは損傷すること。

（83） 自然公園の区域のうち県指定鳥獣保護区内において、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律第28条の２第５項の規定

により環境大臣に協議し、その同意を得た保全事業として鳥獣

を捕獲し、若しくは殺傷し、又はそれらの卵を採取し、若しく

は損傷すること。

（84） 自然公園において鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法

律第９条第１項の規定による知事の許可に係る鳥獣を捕獲し、

若しくは殺傷し、又はそれらの卵を採取し、若しくは損傷する

こと。

（85） 自然公園の区域のうち県指定鳥獣保護区内において、鳥獣

の保護及び狩猟の適正化に関する法律第28条の２第１項の規定

により県が行う保全事業又は同条第４項の規定により知事に協

議し、その同意を得た保全事業として鳥獣を捕獲し、若しくは

殺傷し、又はそれらの卵を採取し、若しくは損傷すること。

（86）・（87） ［略］

（88） 遭難者の救助に係る業務を行うために犬（条例第18条第４

項第13号の知事が指定するものに限る。以下この条において同

じ。）を放つこと（条例第18条第４項第13号の知事が指定する

区域内において放つものに限る。以下この条において同じ。）

。

（89） 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法

律第３章の規定による防除に係る特定外来生物である動物を捕

獲するために犬を放つこと。

（90） 人の生命、身体及び財産に危害を加え、自然環境保全上の

問題を生じさせるおそれがない犬であって、次に掲げるもの。
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（58） 都市公園法（昭和31年法律第79号）第２条第１項に規定す

る都市公園又は都市計画法（昭和43年法律第 100号）第４条第

６項に規定する都市計画施設である公園若しくは緑地を設置し

、又は管理すること（同法第18条第３項（同法第21条第２項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により国土交通大臣に協

議し、その同意を得た都市計画に基づく都市計画事業の施行と

して行う場合以外の場合にあっては、その高さが13メートル若

しくはその水平投影面積が 1，000平方メートルを超える工作物

の新築、改築又は増築（改築又は増築後において、その高さが

13メートル又はその水平投影面積が 1，000平方メートルを超え

る工作物となる場合における改築又は増築を含む。）を除く。

）。

（59） ［略］

（60） 農業を営むために通常行われる行為のために立ち入ること

。

（61）～（70） ［略］

（71） 土地又は木竹の所有者又は使用及び収益を目的とする権利

を有する者がその所有又は権利に係る土地における行為を行う

ために立ち入ること。

（72） 条例第11条第４項第12号の規定により知事が指定する区域

内に存する施設の維持管理を行うために立ち入ること。

（73） 条例第11条第４項第12号の規定により知事が指定する区域

の隣接地において、条例第11条第４項の許可を受けた行為又は

この条の各号若しくは第11条各号に規定する行為を行うため、

やむを得ず通過する目的で立ち入ること。

（74）・（75） ［略］

（76） 宅地内に木竹を植栽すること。

（77） 桑、茶、こうぞ、みつまた、こりやなぎ、桐、果樹その他

農業用に栽培する木竹又は現存する木竹と同一種類の木竹を植

栽すること。

（78） 家畜を係留放牧すること。

ア 警察犬、狩猟犬その他これらと同等と認められるものを、

その目的のために放つこと。

イ 野生鳥獣による人、家畜、農作物に対する被害を防ぐため

に犬を放つこと。

（91） 家畜を係留放牧すること（条例第18条第４項第13号に掲げ

る行為に該当するものを除く。）。

（92） 都市公園法（昭和31年法律第79号）第２条第１項に規定す

る都市公園又は都市計画法（昭和43年法律第 100号）第４条第

６項に規定する都市計画施設である公園若しくは緑地を設置し

、又は管理すること（都市公園法施行令（昭和31年政令第 290

号）第５条第６項に掲げる施設のうち、園内移動用施設である

索道、鋼索鉄道、モノレールその他これらに類するもの（以下

「園内移動用施設である索道等」という。）及び都市計画法第

18条第３項（同法第21条第２項において準用する場合を含む。

）の規定により国土交通大臣に協議し、その同意を得た都市計

画に基づく都市計画事業の施行として行う場合以外の場合にお

ける高さが13メートルを超え、又は水平投影面積が 1，000平方

メートルを超える工作物（園内移動用施設である索道等を除く

。）を新築し、改築し、又は増築すること（改築又は増築後に

おいて、高さが13メートルを超え、又は水平投影面積が 1，000

平方メートルを超えるものとなる場合における改築又は増築を

含む。）を除く。）。

（93） ［略］

（94） 農業を営むために立ち入ること。

（95）～（104）［略］

（105）特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法

律第３章の規定による防除に係る特定外来生物である木竹を伐

採するために立ち入ること。

（106）土地又は木竹の所有者又は使用及び収益を目的とする権利

を有する者がその所有又は権利に係る土地における行為を行う

ために立ち入ること（土地又は木竹の所有者又は使用及び収益

を目的とする権利を有する者の同意を得て行う場合を含む。）

（107）条例第18条第４項第15号の規定により知事が指定する区域

内に存する施設の維持管理を行うために立ち入ること。

（108）条例第18条第４項第15号の規定により知事が指定する区域

の隣接地において、条例第18条第４項の許可を受けた行為又は

この条の各号若しくは第18条各号に規定する行為を行うため、

やむを得ず通過する目的で立ち入ること。

（109）・（110）［略］

（111）森林施業のために車馬若しくは動力船を使用し、又は航空

機を着陸させること。

（112）漁業を営むために車馬若しくは動力船を使用すること。

（113）漁業取締のために車馬若しくは動力船を使用し、又は航空

機を着陸させること。

（114）河川法第３条第１項に規定する河川その他の公共の用に供

する水路の管理又はその指定を目的とする調査（同法第６条第

１項に規定する河川区域の指定、同法第54条第１項の規定によ

る河川保全区域の指定又は同法第56条第１項の規定による河川
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（79） ［略］

第25条 ［略］

（利用調整地区における認定を要しない行為）

第26条 条例第13条第３項第５号の知事が定める行為は、自然公園

の利用者以外の者が行うものであって次に掲げるものとする。

予定地の指定を目的とするものを含む。）のために車馬若しく

は動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

（115）砂防法第１条に規定する砂防設備の管理若しくは維持又は

同法第２条の規定により指定された土地の監視のために車馬若

しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

（116）海岸法第３条に規定する海岸保全区域の管理のために車馬

若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

（117）地すべり等防止法第３条第１項に規定する地すべり防止区

域の管理又は同項の規定による地すべり防止区域の指定を目的

とする調査のために車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機

を着陸させること。

（118）急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１

項に規定する急傾斜地崩壊危険区域の管理又は同項の規定によ

る急傾斜地崩壊危険区域の指定を目的とする調査のために車馬

若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

（119）土地改良法（昭和24年法律第 195号）第２条第２項第１号

に規定する土地改良施設の管理のために車馬若しくは動力船を

使用し、又は航空機を着陸させること。

（120）港則法（昭和23年法律第 174号）第２条に規定する港の区

域内において動力船を使用すること。

（121）海上運送法（昭和24年法律第 187号）第３条の規定により

一般旅客定期航路事業の免許を受けた者、同法第20条の規定に

より不定期航路事業の届出をした者又は同法第21条の規定によ

り旅客不定期航路事業の許可を受けた者が当該事業を営むため

に動力船を使用すること。

（122）国又は地方公共団体が法令に基づきその任務とされている

遭難者を救助するための業務（当該業務及び非常災害に対処す

るための業務に係る訓練を含む。）、犯罪の予防又は捜査その

他の公共の秩序を維持するための業務、交通の安全を確保する

ための業務、水路業務その他これらに類する業務を行うために

車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

（123）道路、駐車場、運動場、芝生で覆われた園地、植生のない

砂浜その他の原状回復が可能な場所において、地域の活性化を

目的とする自然を活用した催しを実施するため、工作物を新築

し、改築し、若しくは増築し、広告物等を建築物の壁面に掲出

し、若しくは設置し、若しくは工作物等に表示し、小規模に土

地の形状を変更し、又は屋根、壁面、塀、橋、鉄塔、送水管そ

の他これらに類するものの色彩を変更すること（一時的に行わ

れ、当該催しの終了後遅滞なく原状回復が行われるものであり

、かつ、当該催しに関し、地方公共団体が作成する次に掲げる

事項を記載した計画であって、当該催しの開始の日の30日前ま

でに知事に提出されたものに基づき行われるものに限る。以下

この号において「工作物の新築等」という。）。

ア 催しの名称、概要、主催者名、開催場所及び開催期間

イ 風致の維持のために行われる措置の内容

ウ 原状回復を確実に実施するための体制及び方法並びにその

実施期限

エ 工作物の新築等に着手する15日前までに、その概要を知事

に通知する旨

（124）［略］

第20条 ［略］

（利用調整地区における認定を要しない行為）

第21条 条例第19条第３項第６号の知事が定める行為は、自然公園

の利用者以外の者が行うものであって次に掲げるものとする。
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（１） 特別地域内で行われる行為で次に掲げるもの

ア 第24条第６号、第７号、第９号（港湾施設及び航路標識そ

の他船舶の交通の安全を確保するために必要な施設に係る部

分に限る。）、第10号、第11号、第14号、第16号、第20号、

第21号、第39号、第41号、第42号及び第55号に掲げる行為

イ 農林漁業を営むために行う第21条第１号、第４号、第５号

、第24号及び第54号に掲げる行為

（２）～（20） ［略］

（21） 法令の規定による検査、調査その他に類する行為

（22） ［略］

（立入りの認定の基準）

第27条 条例第14条第１項第２号の知事が定める基準は、次に掲げ

るものとする。

（１） 利用調整地区の区域内の風致又は景観の維持とその適正な

利用に支障を及ぼすおそれがないものとして、利用調整地区ご

とに定める期間内であること。

（２）～（５） ［略］

（立入りの認定の申請）

第28条 条例第14条第２項の認定の申請は、次に掲げる事項を記載

した申請書を提出して行うものとする。

（１） ［略］

（２）～（６） ［略］

２ 前項の申請書には、利用者が前条第３号から第５号までの基準

を遵守して立ち入ることを約する書面を添付しなければならない

。

（立入認定証の記載事項）

第29条 条例第14条第４項の立入認定証には、次に掲げる事項を記

載するものとする。

（１）～（４） ［略］

２ 知事又は指定認定機関は、前項の立入認定証の交付に際して、

利用者に対し、第27条第４号の注意事項その他の利用調整地区の

区域内の風致又は景観の維持及びその適正な利用を図るために必

要な事項について、書類の交付その他適切な方法により、説明を

行うものとする。

（立入認定証の再交付）

第30条 条例第14条第５項に規定する立入認定証の再交付の申請は

、次に掲げる事項を記載した申請書を提出して行うものとする。

（１） ［略］

（２）・（３） ［略］

（４） 立入認定証を亡失し、又は滅失した事情

（１） 特別地域内で行われる行為で次に掲げるもの

ア 第19条第６号、第７号、第９号（港湾施設及び航路標識そ

の他船舶の交通の安全を確保するために必要な施設に係る部

分に限る。）、第10号、第11号、第14号、第16号、第21号、

第22号、第24号、第30号、第34号から第37号まで、第39号、

第59号、第61号、第62号、第74号、第77号、第81号から第85

号まで、第 105号、第 111号又は第 120号に掲げる行為

イ 農林漁業を営むために行う第19条第１号、第４号、第５号

、第25号及び第80号に掲げる行為

（２）～（20） ［略］

（21） 法令の規定による検査、調査その他これらに類する行為

（22） 県又は市町村の職員が利用調整地区の巡視を行うこと。

（23） ［略］

（立入りの認定の基準）

第22条 条例第20条第１項第２号の知事が定める基準は、次に掲げ

るものとする。

（１） 利用調整地区の区域内の風致又は景観の維持とその適正な

利用に支障を及ぼすおそれがないものとして、利用調整地区ご

とに定める人数又は船舶（ろかい又は主としてろかいをもって

運転する舟を含む。）の隻数の範囲内であること。

（２）～（５） ［略］

（立入りの認定の申請）

第23条 条例第20条第２項（同条第８項において準用する場合を含

む。）の規定による認定の申請は、次に掲げる事項を記載した申

請書を提出して行うものとする。

（１） ［略］

（２） 申請者の監督の下に立ち入る者の合計の人数（条例第20条

第７項の認定に係る申請を行う場合に限る。）

（３）～（７） ［略］

２ 前項の申請書には、申請者が前条第３号から第５号までの基準

を遵守して立ち入ることを約する書面を添付しなければならない

。

（立入認定証の記載事項）

第24条 条例第20条第４項（同条第８項において準用する場合を含

む。）の立入認定証には、次に掲げる事項を記載するものとする

。

（１）～（４） ［略］

２ 知事又は指定認定機関は、前項の立入認定証の交付に際して、

利用者に対し、第22条第４号に規定する注意事項その他の利用調

整地区の区域内の風致又は景観の維持及びその適正な利用を図る

ために必要な事項について、書類の交付その他適切な方法により

、説明を行うものとする。

（立入認定証の再交付）

第25条 条例第20条第５項（同条第８項において準用する場合を含

む。）に規定する立入認定証の再交付の申請は、次に掲げる事項

を記載した申請書を提出して行うものとする。

（１） ［略］

（２） 再交付を必要とする枚数（条例第20条第７項の認定に係る

申請を行う場合に限る。）

（３）・（４） ［略］

（５） 立入認定証を亡失し、又は立入認定証が滅失した事情

（他の利用者をその監督の下に立ち入らせることができる者の要

件）

第26条 条例第20条第７項に規定する知事が定める要件は、その者
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（指定認定機関の指定の申請等）

第31条 条例第15条第２項に規定する指定の申請は、次に掲げる事

項を記載した申請書を提出して行うものとする。

（１）～（４） ［略］

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない

。

（１）～（４） ［略］

（５） 申請者が条例第15条第３項各号に掲げる者に該当しないこ

とを証する書類

（６） ［略］

（認定関係事務の実施に関する規程の認可の申請等）

第32条 条例第17条第１項前段の認可を受けようとするときは、そ

の旨を記載した申請書に認定関係事務の実施に関する規程を添え

て、これを知事に提出しなければならない。

２ 条例第17条第１項後段に規定する認可を受けようとするときは

、次に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければなら

ない。

（１）～（３） ［略］

（事業計画等の認可の申請等）

第33条 条例第17条第２項前段の認可を受けようとするときは、そ

の旨を記載した申請書に事業計画書及び収支予算書を添えて、こ

れを知事に提出しなければならない。

２ 条例第17条第２項後段に規定する認可を受けようとするときは

、次に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければなら

ない。

（１）～（３） ［略］

（認定関係事務の休止又は廃止の許可の申請）

第34条 条例第17条第４項の許可を受けようとするときは、次に掲

げる事項を記載した申請書を知事に提出しなければならない。

（１）～（４） ［略］

（認定関係事務の引継ぎ等）

第35条 指定認定機関は、知事が条例第17条第５項の規定により認

定関係事務の全部若しくは一部を自ら行う場合、同条第４項の許

可を受けて認定関係事務の全部若しくは一部を廃止する場合又は

知事が条例第19条第２項若しくは第３項の規定により指定を取り

消した場合には、次に掲げる事項を行わなければならない。

（１）～（３） ［略］

（条例第22条第１項の規則で定める事項）

第36条 条例第22条第１項の規則で定める事項は、行為者の住所及

び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに

代表者の氏名）、行為の目的、行為地及びその付近の状況並びに

行為の完了予定日とする。

（普通地域内における行為の届出）

第37条 条例第22条第１項の規定による届出は、次の各号に掲げる

行為ごとに当該各号に掲げる様式による届出書によってしなけれ

ばならない。

（１） 条例第22条第１項第１号に掲げる行為 別記様式第31号

（２） 条例第22条第１項第２号に掲げる行為 別記様式第32号

（３） 条例第22条第１項第３号に掲げる行為 別記様式第33号

（４） 条例第22条第１項第４号に掲げる行為 別記様式第34号

（５） 条例第22条第１項第５号に掲げる行為 別記様式第35号

の監督の下に立ち入る者の立入りが、条例第20条第１項各号のい

ずれにも適合するよう、必要に応じ、当該者を監督し、必要な指

導を行うことができる知識及び能力を有していることとする。

（指定認定機関の指定の申請等）

第27条 条例第21条第２項に規定する指定の申請は、次に掲げる事

項を記載した申請書を提出して行うものとする。

（１）～（４） ［略］

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付するものとす

る。

（１）～（４） ［略］

（５） 申請者が条例第21条第３項各号の規定に該当しないことを

説明した書類

（６） ［略］

（認定関係事務の実施に関する規程の認可の申請等）

第28条 条例第23条第１項前段の規定による認可の申請は、その旨

を記載した申請書に認定関係事務の実施に関する規程を添えて、

これを知事に提出して行うものとする。

２ 条例第23条第１項後段の規定による認可の申請は、次に掲げる

事項を記載した申請書を知事に提出して行うものとする。

（１）～（３） ［略］

（事業計画等の認可の申請等）

第29条 条例第23条第２項前段の規定による認可の申請は、その旨

を記載した申請書に事業計画書及び収支予算書を添えて、これを

知事に提出して行うものとする。

２ 条例第23条第２項後段の規定による認可の申請は、次に掲げる

事項を記載した申請書を知事に提出して行うものとする。

（１）～（３） ［略］

（認定関係事務の休廃止の許可の申請）

第30条 条例第23条第４項の規定による許可の申請は、次に掲げる

事項を記載した申請書を知事に提出して行うものとする。

（１）～（４） ［略］

（認定関係事務の引継ぎ等）

第31条 指定認定機関は、知事が条例第23条第５項の規定により認

定関係事務の全部若しくは一部を自ら行う場合、同条第４項の許

可を受けて認定関係事務の全部若しくは一部を廃止する場合又は

知事が条例第25条第２項若しくは第３項の規定により指定を取り

消した場合には、次に掲げる事項を行わなければならない。

（１）～（３） ［略］

（条例第29条第１項の規則で定める事項）

第32条 条例第29条第１項の規則で定める事項は、行為者の住所及

び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに

代表者の氏名）、行為の目的、行為地及びその付近の状況並びに

行為の完了予定日とする。

（普通地域内における行為の届出）

第33条 条例第29条第１項の規定による届出は、次の各号に掲げる

行為ごとに当該各号に掲げる様式による届出書によってしなけれ

ばならない。

（１） 条例第29条第１項第１号に掲げる行為 別記様式第27号

（２） 条例第29条第１項第２号に掲げる行為 別記様式第28号

（３） 条例第29条第１項第３号に掲げる行為 別記様式第29号

（４） 条例第29条第１項第４号に掲げる行為 別記様式第30号

（５） 条例第29条第１項第５号に掲げる行為 別記様式第31号
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（６） 条例第22条第１項第６号に掲げる行為 別記様式第36号

２ 前項の届出書には、第18条第２項に掲げる図面を添えなければ

ならない。

（工作物の基準）

第38条 条例第22条第１項第１号の知事が定める基準は、次の各号

に掲げる区域の区分に応じ、工作物の種類ごとに当該各号に定め

るとおりとする。

（１）・（２） ［略］

（普通地域内における届出を要しない行為）

第39条 条例第22条第７項第３号の知事が定める行為は、次のとお

りとする。

（１） 第24条第１号から第16号まで、第24号から第27号まで、第

38号から第42号まで、第58号及び第59号に掲げる行為

（２）～（15） ［略］

（16） ［略］

（許可の申請書又は届出書の添付図面の省略等）

第40条 条例第11条第４項の許可を受けた行為又は条例第22条第１

項の規定により届け出た行為の変更に係る許可の申請又は届出に

あっては、第18条第２項又は第37条第２項の規定により申請書又

は届出書に添付しなければならない図面（以下この条において「

添付図面」という。）のうち、その変更に関する事項を明らかに

したものを添えれば足りる。

２ ［略］

３ 第１項に該当するもののほか、条例第11条第４項の許可の申請

又は条例第11条第５項若しくは第７項若しくは条例第22条第１項

の規定による届出に係る行為が、軽易なものであることその他の

理由により添付図面の全部を添える必要がないと認められるとき

は、当該添付図面の一部を省略することができる。

（６） 条例第29条第１項第６号に掲げる行為 別記様式第32号

２ 前項の届出書には、第13条第２項に掲げる図面を添えなければ

ならない。

（工作物の基準）

第34条 条例第29条第１項第１号の知事が定める基準は、次の各号

に掲げる区域の区分に応じ、工作物の種類ごとに当該各号に定め

るとおりとする。

（１）・（２） ［略］

（普通地域内における届出を要しない行為）

第35条 条例第29条第７項第４号の知事が定める行為は、次のとお

りとする。

（１） 第19条第１号から第17号まで、第44号から第47号まで、第

58号から第62号まで、第92号及び第93号に掲げる行為

（２）～（15） ［略］

（16） 道路、駐車場、運動場、芝生で覆われた園地、植生のない

砂浜その他の原状回復が可能な場所において、地域の活性化を

目的とする自然を活用した催しを実施するため、工作物を新築

し、改築し、若しくは増築し、広告物その他これに類する物を

建築物の壁面に掲出し、若しくは設置し、若しくは工作物等に

表示し、又は小規模に土地の形状を変更すること（一時的に行

われ、当該催しの終了後遅滞なく原状回復が行われるものであ

り、かつ、当該催しに関し、地方公共団体が作成する次に掲げ

る事項を記載した計画であって、当該催しの開始の日の30日前

までに知事に提出されたものに基づき行われるものに限る。以

下この号において「工作物の新築等」という。）。

ア 催しの名称、概要、主催者名、開催場所及び開催期間

イ 風景の維持のために行われる措置の内容

ウ 原状回復を確実に実施するための体制及び方法並びにその

実施期限

エ 工作物の新築等に着手する15日前までに、その概要を知事

に通知する旨

（17） ［略］

（許可の申請書又は届出書の添付図面等の省略等）

第36条 条例第18条第４項の規定による許可を受けた行為又は条例

第29条第１項の規定により届け出た行為の変更に係る許可の申請

又は届出にあっては、第13条第２項又は第33条第２項の規定によ

り申請書又は届出書に添付しなければならない図面又は書類（以

下この条において「添付図面等」という。）のうち、その変更に

関する事項を明らかにしたものを添えれば足りる。

２ ［略］

３ 第１項に該当するもののほか、条例第18条第４項の規定による

許可の申請又は条例第18条第５項若しくは第７項若しくは条例第

29条第１項の規定による届出に係る行為が、軽易なものであるこ

とその他の理由により添付図面等の全部を添える必要がないと認

められるときは、当該添付図面等の一部を省略することができる

。

第４章 生態系維持回復事業

（自然公園における生態系維持回復事業の確認）

第37条 国及び市町村が、条例第35条第２項の確認を受ける場合は

、次の各号に該当することについて、知事の確認を受けるものと

する。

（１） その行う生態系維持回復事業が自然公園における生態系維

持回復事業計画に適合すること。

（２） その行う生態系維持回復事業の内容が次のいずれかに該当
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（風景地保護協定の基準）

第41条 条例第27条第３項第３号の知事が定める基準は、次に掲げ

るものとする。

（１）～（８） ［略］

（風景地保護協定の公示）

第42条 条例第28条第１項（条例第31条において準用する場合を含

む。）の規定による公示は、次に掲げる事項について行うものと

する。

（１）～（６） ［略］

（風景地保護協定の締結等の公示）

第43条 前条の規定は、条例第30条（条例第31条において準用する

場合を含む。）の規定による公示について準用する。

（公園管理団体の指定基準）

すること。

ア 生態系の状況の把握及び監視

イ 生態系の維持又は回復に支障を及ぼすおそれのある動植物

の防除

ウ 動植物の生息環境又は生育環境の維持又は改善

エ 生態系の維持又は回復に必要な動植物の保護増殖

オ 生態系の維持又は回復に資する普及啓発

カ 前各号に掲げる事業に必要な調査等

（自然公園における生態系維持回復事業の認定）

第38条 国及び市町村以外の者が、条例第35条第３項の認定を受け

る場合は、次の各号に該当することについて、知事の認定を受け

るものとする。

（１） その者が次のいずれにも該当しないこと。

ア 成年被後見人又は被保佐人

イ この条例の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経

過しない者

（２） その行う生態系維持回復事業が自然公園における生態系維

持回復事業計画に適合すること。

（３） その行う生態系維持回復事業の内容が前条第２号アからカ

までのいずれかに該当すること。

（生態系維持回復事業の確認又は認定の申請）

第39条 条例第35条第４項第４号に規定する知事が定める事項は、

生態系維持回復事業を行う期間とする。

２ 条例第35条第５項に規定する知事が定める書類は、次の各号に

掲げるものとする。

（１） 生態系維持回復事業を行う区域を明らかにした縮尺25，000

分の１以上の地形図

（２） 生態系維持回復事業の実施方法等を記載した生態系維持回

復事業実施計画書

（変更の確認又は認定を要しない軽微な変更）

第40条 条例第35条第６項ただし書に規定する知事が定める軽微な

変更は、同条第４項第１号に掲げる事項に係る変更とする。

（生態系維持回復事業の内容の変更の確認又は認定の申請）

第41条 条例第35条第６項の規定による変更の確認又は認定を受け

ようとする者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を知事

に提出して行うものとする。

（１） 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

（２） 変更の内容

（３） 変更を必要とする理由

第５章 風景地保護協定及び公園管理団体

（風景地保護協定の基準）

第42条 条例第38条第３項第３号に規定する知事が定める基準は、

次に掲げるものとする。

（１）～（８） ［略］

（風景地保護協定の公示）

第43条 条例第39条第１項（条例第42条において準用する場合を含

む。）の規定による公示は、次に掲げる事項について行うものと

する。

（１）～（６） ［略］

（風景地保護協定の締結等の公示）

第44条 前条の規定は、条例第41条（条例第42条において準用する

場合を含む。）の規定による公示について準用する。

（公園管理団体の指定基準）
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第44条 条例第33条第１項の規定による公園管理団体の指定は、次

に掲げる基準に適合していると認められるものについて行うもの

とする。

（１） ［略］

（２） 自然環境に関する科学的知見を有していることその他条例

第34条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができる技

術的な基礎を有するものであること。

（３） 十分な活動実績を有していることその他条例第34条各号に

掲げる業務を適正かつ確実に行うことができる人員及び財政的

基礎を有するものであること。

（４） 営利を目的としないことその他条例第34条各号に掲げる業

務を公正かつ適確に行うことができるものであること。

第４章 雑則

（身分を示す証明書の様式）

第45条 条例第20条第２項、条例第24条第３項、条例第26条第３項

若しくは条例第38条第４項又は第12条第２項（第16条において準

用する場合を含む。）の身分を示す証明書の様式は、それぞれ別

記様式第37号、別記様式第38号、別記様式第39号、別記様式第40

号又は別記様式第41号によるものとする。

（損失補償の請求）

第46条 条例第39条第１項又は第２項の規定により補償を受けよう

とする者は、別記様式第42号による請求書を知事に提出しなけれ

ばならない。

第47条 ［略］

別記

様式第１号（第４条関係）

公園事業執行認可申請書

［略］

公園事業の執行をしたいので、宮崎県立自然公園条例第７条第３

項の規定により、次のとおり申請します。

（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２～６ ［略］

様式第２号（第５条関係）

施設供用開始期日延期承認申請書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

申請者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

施設の供用開始期日の延期をしたいので、宮崎県立自然公園条例

第45条 条例第44条第１項の規定による公園管理団体の指定は、次

に掲げる基準に適合していると認められるものについて行うもの

とする。

（１） ［略］

（２） 自然環境に関する科学的知見を有していることその他条例

第45条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができる技

術的な基礎を有するものであること。

（３） 十分な活動実績を有していることその他条例第45条各号に

掲げる業務を適正かつ確実に行うことができる人員及び財政的

基礎を有するものであること。

（４） 営利を目的としないことその他条例第45条各号に掲げる業

務を公正かつ適確に行うことができるものであること。

第６章 雑則

（身分を示す証明書の様式）

第46条 条例第13条第２項、条例第26条第２項、条例第31条第３項

、条例第33条第３項又は条例第49条第４項の身分を示す証明書の

様式は、それぞれ別記様式第33号、別記様式第34号、別記様式第

35号、別記様式第36号又は別記様式第37号によるものとする。

（損失補償の請求）

第47条 条例第50条第１項又は第２項の規定により補償を受けよう

とする者は、別記様式第38号による請求書を知事に提出しなけれ

ばならない。

第48条 ［略］

別記

様式第１号（第５条関係）

公園事業執行同意（認可）申請書

［略］

公園事業の執行をしたいので、宮崎県立自然公園条例第７条第２

項（第３項）の規定により、次のとおり協議（申請）します。

（注）１ 「公園施設の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２～６ ［略］

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

［略］

公園事業の種類

［略］施設の位置及び地目

［略］

施設の管理・経営方

法の概要

事業資金の総額及び

その調達方法

［略］

［略］

公園施設の種類

［略］公園施設の位置

［略］

施設の管理・経営方

法の概要

［略］
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施行規則第５条第３項の規定により、次のとおり申請します。

（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「備考」欄には、次の事項を記入すること。

（１） 他の法令の規定により行政庁の許可、認可その他の

処分又は届出を必要とするときは、その法令の名称及び

適用条項並びにその手続状況

（２） 申請時における当該公園事業の進捗状況

３ 不要の文字は、抹消すること。

様式第３号（第６条関係）

施設の管理・経営方法決定・変更届書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

届出者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

施設の管理・経営の方法を定めた・変更したので、宮崎県立自然

公園条例施行規則第６条第１項の規定により、次のとおり届け出ま

す。

年 月 日第 号

許可・承認を受けた

年月日及び番号

公園事業の種類

申請に係る施設又は

工事

変 更 後変 更 前変 更 事 項

申請の内容

年 月 日年 月 日

施設の供用開

始の期日

延期又は伸長を必要

とする理由

備 考

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

自然公園の名称

年 月 日第 号

認可を受けた年月日

及び番号

公園事業の種類

市 町

大字 小字 番地

郡 村

施設の所在地

施設の名称

受託者の

住所及び氏名

直営・委託の別

毎年 年 月 日から 年 月 日まで

施設の営業・開設の

期間

施設の占用料又は使

用料

施設の保全又は補修

の方法

防災計画の概要

衛生保持の方法

その他施設の管理・

経営方法につき特記
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（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「施設の名称」欄には、屋号その他通常用いられている

呼称を記入すること。

３ 「衛生保持の方法」欄には、施設の清掃、消毒、汚物処

理その他衛生保持の方法を具体的に記入すること。

４ 「備考」欄には、他の法令の規定により行政庁の許可、

認可その他の処分を必要とするときは、その法令の名称並

びに免許等を受けた年月日及び番号を記入すること。

５ 不要の文字は、抹消すること。

様式第４号（第７条関係）

公園事業執行認可事項変更承認申請書

［略］

公園事業を変更したいので、宮崎県立自然公園条例施行規則第７

条第１項の規定により、次のとおり申請します。

（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２・３ ［略］

様式第２号（第７条関係）

公園事業の内容の変更の同意（認可）申請書

［略］

公園事業の執行の同意を得た（認可を受けた）内容を変更したい

ので、宮崎県立自然公園条例第７条第７項の規定により、次のとお

り協議（申請）します。

（注）１ 「公園施設の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２・３ ［略］

様式第３号（第８条関係）

公園事業の内容の軽微な変更届出書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

申請者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

公園事業の内容に関し、軽微な変更をしたので、宮崎県立自然公

園条例第７条第９項の規定により、次のとおり届け出ます。

すべき事項

備 考

［略］

［略］認可を受けた年月

日及び番号

公園事業の種類

［略］

［略］

［略］執行の同意を得た

（認可を受けた）

年月日及び番号

公園施設の種類

［略］

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

自 然 公 園 の 名 称

年 月 日第 号

執行の同意又は認可を受

けた年月日及び番号

公 園 施 設 の 種 類

変 更 後変 更 前事 項

変更の内容

氏名（名称

、代表者の

氏名）住所

受 託 者公園施設の

管理又は経

営の方法

標準的な額

供用期間

供用開始予
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（注）１ 「公園施設の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「備考」欄には、他の法令の規定により行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするときは、その法令

の名称及び適用条項並びにその手続状況を記入すること。

３ 不要の文字は、抹消すること。

様式第４号（第９条関係）

法人の合併（分割）による公園事業の承継同意（承認）申請書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

申請者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

が執行する公園事業を承継したいので、宮崎県立

自然公園条例第９条第１項の規定により、次のとおり協議（申請）

します。

（注）１ 「公園施設の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「備考」欄には、他の法令の規定により行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするときは、その法令

の名称及び適用条項並びにその手続状況を記入すること。

３ 不要の文字は、抹消すること。

様式第５号（第９条関係）

相続による公園事業の承継申請書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

申請者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

が執行していた公園事業を承継したいので、宮崎県

年 月 日年 月 日定年月日

年 月 日着工

年 月 日完了

年 月 日着工

年 月 日完了

工事施行の

予定期間

年 月 日変 更 す る 年 月 日

変更を必要とする理由

備 考

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

自然公園の名称

年 月 日第 号

執行の同意を得た

（承認を受けた）

年月日及び番号

公園施設の種類

合併（分割）法人

の名称、住所及び

代表者の氏名

年 月 日

合併（分割）した

年月日

合併（分割）した

理由

備 考
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様式第５号（第８条関係）

公園事業休止・廃止承認申請書

［略］

公園事業の休止・廃止をしたいので、宮崎県立自然公園条例施行

規則第８条第１項の規定により、次のとおり申請します。

（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「休止・廃止の範囲」欄には、全部又は一部の別及び一

部の場合にあっては、その範囲を記入すること。

３・４ ［略］

様式第６号（第９条関係）

公園事業譲渡承継承認申請書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

譲渡人 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

住所

譲受人 （電話番号 ）（郵便番号 ）

立自然公園条例第９条第２項の規定により、次のとおり申請します

。

（注）１ 「公園施設の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「自然公園の名称」、「認可を受けた年月日及び番号」

及び「公園施設の種類」欄には、認可を受けた公園事業を

すべて記入すること。

様式第６号（第10条関係）

公園事業の休止・廃止届出書

［略］

公園事業の休止・廃止をするので、宮崎県立自然公園条例施行規

則第10条の規定により、次のとおり届け出ます。

（注）１ 「公園施設の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「休止しようとする公園施設の範囲」欄には、全部又は

一部の別及び一部の場合にあっては、その範囲を記入する

こと。廃止の場合は、空欄とすること。

３・４ ［略］

自 然 公 園 の 名 称

年 月 日第 号

執行の認可を受けた

年月日及び番号

公 園 施 設 の 種 類

被相続人の氏名及び

住所

年 月 日

被相続人が死亡した

年月日

備 考

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

［略］

執行の同意を得た

（認可を受けた）

年月日及び番号

公園施設の種類

休止しようとする

公園施設の範囲

自 年 月 日 至 年 月 日

（ 年 月 日）

休止の予定期間（

廃止の予定年月日

）

休止（廃止）を必

要とする理由

備 考

［略］

認可を受けた年月

日及び番号

公園事業の種類

休止・廃止の範囲

休止の予定期間

廃止の予定期日

休止・廃止を必要

とする理由

備 考
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氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

公園事業者たる地位を譲渡により承継したいので、宮崎県立自然

公園条例施行規則第９条第１項の規定により、次のとおり申請しま

す。

（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「譲渡に係る公園事業の範囲」欄には、全部又は一部の

別及び一部の場合にあってはその範囲を記入すること。

３ 「備考」欄には、他の法令の規定により行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするときは、その法令

の名称及び適用条項並びにその手続状況を記入すること。

様式第７号（第11条関係）

相続終了届出書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

届出者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

公園事業者たる地位を相続により承継したので、宮崎県立自然公

園条例施行規則第11条の規定により、次のとおり届け出ます。

（注） １ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施

行規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施

設を記入すること。

２ 「自然公園の名称」、「認可を受けた年月日及び番号

」及び「公園事業の種類」欄には、認可を受けた公園事

業をすべて記入すること。

３ 相続した公園事業の執行に必要な物件に係る登記事項

証明書その他の当該事業の実施に必要な物件が承継され

たことを証する書類を添付すること。

様式第８号（第11条関係）

合併・分割終了届出書

年 月 日

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

自然公園の名称

年 月 日第 号

執行の認可を受けた

年月日及び番号

公園事業の種類

譲渡に係る公園事業

の範囲

譲渡価格

年 月 日譲渡予定期日

譲渡を必要とする理

由

備 考

自然公園の名称

年月日第号年月日第号年月日第号許可を受けた年月日

及び番号

公園事業の種類

被相続人の氏名

年 月 日相続終了年月日

備 考
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宮崎県知事 殿

主たる事務所の所在地

届出者（合併・分割法人） （電話番号 ）（郵便番号 ）

名称

代表者の氏名 魁

公園事業者たる地位を合併・分割により承継したので、宮崎県立

自然公園条例施行規則第11条の規定により、次のとおり届け出ます

。

（注） １ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施

行規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施

設を記入すること。

２ 「自然公園の名称」、「認可を受けた年月日及び番号

」及び「公園事業の種類」欄には、認可を受けた公園事

業をすべて記入すること。

３ 合併又は分割後の法人の登記事項証明書を添付するこ

と。

４ 不要の文字は、抹消すること。

様式第９号（第11条関係）

住所・氏名（主たる事務所の所在地・名称）

変更届出書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

届出者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

住所・主たる事務所の所在地・氏名・名称を変更したので、宮崎

県立自然公園条例施行規則第11条の規定により、次のとおり届け出

ます。

（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「自然公園の名称」、「認可を受けた年月日及び番号」

及び「公園事業の種類」欄には、認可を受けた公園事業を

すべて記入すること。

自然公園の名称

年月日第号年月日第号年月日第号許可を受けた年

月日及び番号

公園事業の種類

被合併・分割法人の

名称

年 月 日合併・分割終了年月

日

備 考

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

自然公園の名称

年月日第号年月日第号年月日第号認可を受けた年月日

及び番号

公園事業の種類

旧住所及び氏名

新住所及び氏名

年 月 日変更した年月日

備 考
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３ 不要の文字は、抹消すること。

様式第10号（第11条関係）

法人設立終了届出書

年 月 日

宮崎県知事 殿

主たる事務所の所在地

届出者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

名称

代表者の氏名 魁

法人を設立したので、宮崎県立自然公園条例施行規則第11条の規

定により、次のとおり届け出ます。

（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち該当する施設を記入するこ

と。

２ 設立した法人の登記事項証明書を添付すること。

様式第11号（第11条関係）

施設供用再開届出書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

届出者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

休止した施設の供用を再開したので、宮崎県立自然公園条例施行

規則第11条の規定により、次のとおり届け出ます。

（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 不要の文字は、抹消すること。

様式第12号（第11条関係）

公園事業の休止・廃止届出書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

届出者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

自然公園の名称

年 月 日第 号認可を受けた年月日

及び番号

公園事業の種類

年 月 日法人の設立登記の年

月日

備 考

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

自然公園の名称

年 月 日第 号認可 を受けた年月

日及び番号

公園事業の種類

年 月 日第 号休止の承認を受けた

年月日及び番号

年 月 日から 年 月 日まで承認を受けた休止期

間

年 月 日供用再開年月日

備 考
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氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

公園事業の休止・廃止をするので、宮崎県立自然公園条例施行規

則第11条の規定により、次のとおり届け出ます。

（注）１ 「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２ 「備考」欄には、他の法令の規定により行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするときは、その法令

の名称及び適用条項並びにその手続状況を記入すること。

３ 不要の文字は、抹消すること。

様式第13号（第11条関係）

公園事業譲渡承継終了届出書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

届出者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

公園事業者たる地位を譲渡により承継したので、宮崎県立自然公

園条例施行規則第11条の規定により、次のとおり届け出ます。

（注）「公園事業の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行規則

第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を記入する

こと。

様式第７号（第11条関係）

公園事業の執行同意（認可）失効届

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

届出者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

自然公園の事業執行の同意（認可）を失効したため、宮崎県立自

然公園条例第11条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

自然公園の名称

年 月 日第 号認可を受けた年月日

及び番号

公園事業の種類

年 月 日休止・廃止の予定年

月日

備 考

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

自然公園の名称

年 月 日第 号承認を受けた年月日

及び番号

公園事業の種類

年 月 日承継終了年月日

備 考

自 然 公 園 の 名 称
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様式第14号（第18条関係）

［略］

特別地域内において工作物を新築・改築・増築したいので、宮崎

県立自然公園条例第11条第４項の規定により、次のとおり申請しま

す。

［略］

様式第15号（第18条関係）

［略］

特別地域内において木竹を伐採したいので、宮崎県立自然公園条

例第11条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

（注）１ 「公園施設の種類」欄には、宮崎県立自然公園条例施行

規則第２条に掲げる施設のうち当該公園事業に係る施設を

記入すること。

２「備考」欄には、失効後の公園施設の取扱に関する責任者

の氏名及び連絡先を記載すること。

３ 不要の文字は、抹消すること。

様式第８号（第13条関係）

［略］

特別地域内において工作物を新築・改築・増築したいので、宮崎

県立自然公園条例第18条第４項の規定により、次のとおり申請しま

す。

［略］

様式第９号（第13条関係）

［略］

特別地域内において木竹を伐採したいので、宮崎県立自然公園条

例第18条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

様式第10号（第13条関係）

特別地域内高山植物等（木竹、木竹以外の植物、

落葉又は落枝）の採取（損傷）許可申請書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

申請者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

特別地域内における高山植物等（木竹、木竹以外の植物、落葉又

は落枝）の採取（損傷）をしたいので、宮崎県立自然公園条例第18

条第４項の規定により、次のとおり申請します。

執行の同意を得た

（認可を受けた）

年 月 日 及 び 番 号

公 園 施 設 の 種 類

失 効 し た 年 月 日

失 効 し た 理 由

備 考

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

目 的

自 然 公 園 の 名 称

場 所

行為地及びその付近の

状況

採 取 （ 損 傷 ） 物

の種類

採取（損傷）物の

数量

施

行

方

法

採取（損傷）方法

関連行為の概要

年 月 日

年 月 日

着 手

完 了

予

定

日

備 考
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様式第16号（第18条関係）

［略］

特別地域内において鉱物の掘採・土石の採取をしたいので、宮崎

県立自然公園条例第11条第４項の規定により、次のとおり申請しま

す。

［略］

様式第17号（第18条関係）

［略］

特別地域内において河川、湖沼等の水位、水量に増減を及ぼさせ

る行為をしたいので、宮崎県立自然公園条例第11条第４項の規定に

より、次のとおり申請します。

［略］

様式第18号（第18条関係）

［略］

特別地域における広告物の設置等の行為をしたいので、宮崎県立

自然公園条例第11条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

様式第19号（第18条関係）

［略］

特別地域内において物の集積（貯蔵）をしたいので、宮崎県立自

然公園条例第11条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

様式第20号（第18条関係）

［略］

特別地域内において水面の埋立、干拓をしたいので、宮崎県立自

然公園条例第11条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

様式第21号（第18条関係）

［略］

特別地域内において土地の形状変更をする行為を行いたいので、

宮崎県立自然公園条例第11条第４項の規定により、次のとおり申請

します。

［略］

様式第22号（第18条関係）

（注）１ 「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生等周

辺の状況を示す上で必要な事項を記入すること。なお、必

要に応じてその詳細を添付図面に表示すること。

２ 「採取（損傷）方法」欄には、使用器具の名称、採取（

損傷）部分の別等を記入すること。

３ 「関連行為の概要」欄には、特別地域内で採取した木竹

以外の植物を再度植栽・播種する予定となっている場合、

時期及び場所等の詳細を記入すること。

４ 「備考」欄には、次の事項を記入すること。

（１） 他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするものであるとき

は、その手続の進捗状況

（２） 土地の所有者の氏名及び住所（法人の場合は、名称

及び主たる事務所の所在地）並びに申請者が土地所有者

と異なる場合は、土地所有者の諾否又はその見込み

（３） 過去に宮崎県立自然公園条例の許可を受けたものに

あっては、その旨並びに許可処分の日付、番号及び付さ

れた条件

（４） 申請者以外に当該行為を行う者がいる場合は、その

名前

様式第11号（第13条関係）

［略］

特別地域内において鉱物の掘採・土石の採取をしたいので、宮崎

県立自然公園条例第18条第４項の規定により、次のとおり申請しま

す。

［略］

様式第12号（第13条関係）

［略］

特別地域内において河川、湖沼等の水位、水量に増減を及ぼさせ

る行為をしたいので、宮崎県立自然公園条例第18条第４項の規定に

より、次のとおり申請します。

［略］

様式第13号（第13条関係）

［略］

特別地域における広告物の設置等の行為をしたいので、宮崎県立

自然公園条例第18条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

様式第14号（第13条関係）

［略］

特別地域内において物の集積（貯蔵）をしたいので、宮崎県立自

然公園条例第18条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

様式第15号（第13条関係）

［略］

特別地域内において水面の埋立、干拓をしたいので、宮崎県立自

然公園条例第18条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

様式第16号（第13条関係）

［略］

特別地域内において土地の形状変更をする行為を行いたいので、

宮崎県立自然公園条例第18条第４項の規定により、次のとおり申請

します。

［略］
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特別地域内高山植物等の採取許可申請書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

申請者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

特別地域内において高山植物等を採取したいので、宮崎県立自然

公園条例第11条第４項の規定により、次のとおり申請します。

（注）１ 「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生その

他付近の状況を示すに必要な事項を記入すること。

２ 「採取の方法」欄には、採取に使用する器具、採取する

植物の部分その他採取方法の概要を記入すること。

３ 「備考」欄には、他の法令の規定により行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするときは、その法令

の名称及び適用条項並びにその手続状況を記入すること。

様式第17号（第13条関係）

特別地域内木竹以外の植物の

植栽（播種）許可申請書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

申請者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

特別地域内において木竹以外の植物の植栽又は播種をしたいので

、宮崎県立自然公園条例第18条第４項の規定により、次のとおり申

請します。

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

目 的

自然公園の名称

市 町

大字 小字 番地

郡 村

場 所

行為地及びその付近

の状況

採取物の種類

採取物の数量施行

方法 採取の方法

着 手予定

日 完 了

備 考

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

目 的

自 然 公 園 の 名 称

場 所

行 為 地 及 び そ の

付 近 の 状 況

植 栽 （ 播 種 ） す

る 植 物 の 種 類

植栽（播種）面積施

行 植栽（播種）数量
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様式第23号（第18条関係）

［略］

特別地域内における動物の捕獲（殺傷）（動物の卵の採取（損傷

））をしたいので、宮崎県立自然公園条例第11条第４項の規定によ

り、次のとおり申請します。

（注）１ 「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生その

他付近の状況を示すに必要な事項を記入すること。

２ 「捕獲（殺傷）（採取（損傷））方法」欄には、捕獲（

殺傷）（採取（損傷））に使用する器具その他捕獲（殺傷

）（採取（損傷））方法の概要を記入すること。

（注）１ 「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生等周

辺の状況を示す上で必要な事項を記入すること。なお、必

要に応じてその詳細を添付図面に表示すること。

２ 「植栽（播種）する植物の種類」欄には、植栽又は播種

する植物の種類（変種である場合は、変種レベルまで）を

記入すること。

３ 「管理方法」欄には、植栽又は播種する植物種が当該地

周辺の景観の維持に支障を及ぼさないための措置等を記入

すること。

４ 「関連行為の概要」欄には、特別地域内で採取した木竹

以外の植物を再度植栽・播種する場合、場所等の詳細を記

入すること。

５ 「備考」欄には、次の事項を記入すること。

（１） 他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするものであるとき

は、その手続きの進捗状況

（２） 土地の所有者の氏名及び住所（法人の場合は、名称

及び主たる事務所の所在地）並びに申請者が土地所有者

と異なる場合は、土地所有者の諾否又はその見込み

（３） 過去に宮崎県立自然公園条例の許可を受けたものに

あっては、その旨並びに許可処分の日付、番号及び付さ

れた条件

（４） 申請者以外に当該行為を行う者がいる場合は、その

名前

様式第18号（第13条関係）

［略］

特別地域内における動物の捕獲（殺傷）（動物の卵の採取（損傷

））をしたいので、宮崎県立自然公園条例第18条第４項の規定によ

り、次のとおり申請します。

（注）１ 「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生等周

辺の状況を示す上で必要な事項を記入すること。なお、必

要に応じてその詳細を添付図面に表示すること。

２ 「捕獲（殺傷）（採取（損傷））の方法」欄には、捕獲

（殺傷）（採取（損傷））の方法、使用器具の名称等を記

入すること。

３ 「関連行為の概要」欄には、特別地域（特別保護地区）

内で捕獲した動物を再度放つ予定となっている場合、時期

方

法

植栽（播種）方法

管 理 方 法

関連行為の概要

年 月 日

年 月 日

着 手予

定

日

完 了

備 考

［略］

捕獲（殺傷）（採

取（損傷））物の

数量

施

行

方

法

捕獲（殺傷）（採

取（損傷））物の

方法

関連行為の概要

［略］

［略］

動物（殺傷）（採

取（（損傷））物

の数量

施

行

方

法

動物（殺傷）（採

取（損傷））物の

方法

［略］
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３ 「備考」欄には、他の法令の規定により行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするときは、その法令

の名称及び適用条項並びにその手続状況を記入すること。

４ ［略］

及び詳細を記入すること。

４ 「備考」欄には、次の事項を記入すること。

（１） 他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするものであるとき

は、その手続きの進捗状況

（２） 土地の所有者の氏名及び住所（法人の場合は、名称

及び主たる事務所の所在地）並びに申請者が土地所有者

と異なる場合は、土地所有者の諾否又はその見込み

（３） 過去に宮崎県立自然公園条例の許可を受けたものに

あは、その旨並びに許可処分の日付、番号及び付された

って条件

（４） 申請者以外に当該行為を行う者がいる場合は、その

名前

５ ［略］

様式第19号（第13条関係）

特別地域内動物の放出（家畜の

放牧を含む）許可申請書

年 月 日

宮崎県知事 殿

住所

申請者 （電話番号 ）（郵便番号 ）

氏名 魁

法人にあっては、主たる事務所の所在

地、名称、電話番号及び郵便番号並び

に代表者の氏名

特別地域内において動物の放出（家畜の放牧を含む。）をしたい

ので、宮崎県立自然公園条例第18条第４項の規定により、次のとお

り申請します。

（注）１ 「行為地及びその付近の状況」欄には、地形、植生等周

辺の状況を示す上で必要な事項を記入すること。なお、必

要に応じてその詳細を添付図面に表示すること。

２ 「動物（家畜）の種類」欄には、放出する動物（家畜）

の種類（亜種である場合は、亜種レベルまで）を記入する

こと。

３ 「管理方法」欄には、放出する動物（家畜）が当該地周

辺の景観の維持に支障を及ぼさないための措置等を記入す

ること。なお、家畜にあっては、放牧面積、放牧施設、放

牧時期を記入すること。

４ 「備考」欄には、次の事項を記入すること。

兼 券
献 献
献 献
献 献
献 献
験 鹸

目 的

自 然 公 園 の 名 称

場 所

行 為 地 及 び そ の

付 近 の 状 況

動物（家畜）の種類

動物（家畜）の

数 量 （ 頭 数 ）

施

行

方

法

管 理 方 法

年 月 日着 手予

定

日 年 月 日完 了

備 考



宮 崎 県 公 報平成 22年 ６ 月 14日（月曜日） 第 2191号

害 30害

様式第24号（第18条関係）

［略］

特別地域内において工作物の色彩を変更したいので、宮崎県立自

然公園条例第11条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

様式第25号（第18条関係）

［略］

特別地域内の知事が指定する区域内へ立ち入りたいので、宮崎県

立自然公園条例第11条第４項の規定により、次のとおり申請します

。

［略］

様式第26号（第18条関係）

［略］

特別地域内において車馬（動力船、航空機）を使用（着陸）した

いので、宮崎県立自然公園条例第11条第４項の規定により、次のと

おり申請します。

［略］

様式第27号（第21条関係）

［略］

特別地域が指定、特別地域の区域が拡張された際当該特別地域内

において次の行為に着手していたので、宮崎県立自然公園条例第11

条第５項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第28号（第22条関係）

［略］

特別地域内において非常災害のために必要な応急措置として次の

行為をしたので、宮崎県立自然公園条例第11条第６項の規定により

、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第29号（第23条関係）

［略］

特別地域内において木竹の植栽をするので、宮崎県立自然公園条

例第11条第７項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第30号（第23条関係）

［略］

特別地域内において家畜の放牧をするので、宮崎県立自然公園条

例第11条第７項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第31号（第37条関係）

［略］

普通地域内において工作物の新築、改築、増築をするので、宮崎

県立自然公園条例第22条第１項の規定により、次のとおり届け出ま

す。

［略］

（１） 他の法令の規定により、当該行為が行政庁の許可、

認可その他の処分又は届出を必要とするものであるとと

きは、その手続きの進捗状況

（２） 土地の所有者の氏名及び住所（法人の場合は、名称

及び主たる事務所の所在地）並びに申請者が土地所有者

と異なる場合は、土地所有者の諾否又はその見込み

（３） 過去に宮崎県立自然公園条例の許可を受けたものに

あっては、その旨並びに許可処分の日付、番号及び付さ

れた条件

様式第20号（第13条関係）

［略］

特別地域内において工作物の色彩を変更したいので、宮崎県立自

然公園条例第18条第４項の規定により、次のとおり申請します。

［略］

様式第21号（第13条関係）

［略］

特別地域内の知事が指定する区域内へ立ち入りたいので、宮崎県

立自然公園条例第18条第４項の規定により、次のとおり申請します

。

［略］

様式第22号（第13条関係）

［略］

特別地域内において車馬（動力船、航空機）を使用（着陸）した

いので、宮崎県立自然公園条例第18条第４項の規定により、次のと

おり申請します。

［略］

様式第23号（第16条関係）

［略］

特別地域が指定され、又は特別地域の区域が拡張された際当該特

別地域内において次の行為に着手していたので、宮崎県立自然公園

条例第18条第５項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第24号（第17条関係）

［略］

特別地域内において非常災害のために必要な応急措置として次の

行為をしたので、宮崎県立自然公園条例第18条第６項の規定により

、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第25号（第18条関係）

［略］

特別地域内において木竹の植栽をするので、宮崎県立自然公園条

例第18条第７項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第26号（第18条関係）

［略］

特別地域内において家畜の放牧をするので、宮崎県立自然公園条

例第18条第７項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第27号（第33条関係）

［略］

普通地域内において工作物の新築（改築・増築）をするので、宮

崎県立自然公園条例第29条第１項の規定により、次のとおり届け出

ます。

［略］



宮 崎 県 公 報 平成 22年 ６ 月 14日（月曜日） 第 2191号

害 31害

様式第32号（第37条関係）

［略］

普通地域内において河川、湖沼等の水位、水量に増減を及ぼさせ

る行為をするので、宮崎県自然公園条例第22条第１項の規定により

、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第33号（第37条関係）

［略］

普通地域内において広告物の設置等の行為をするので、宮崎県立

自然公園条例第22条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第34号（第37条関係）

［略］

普通地域内において水面の埋立、干拓をするので、宮崎県立自然

公園条例第22条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第35号（第37条関係）

［略］

普通地域内において鉱物の掘採・土石の採取をするので、宮崎県

立自然公園条例第22条第１項の規定により、次のとおり届け出ます

。

［略］

様式第36号（第37条関係）

［略］

普通地域内において土地の形状を変更する行為をするので、宮崎

県立自然公園条例第22条第１項の規定により、次のとおり届け出ま

す。

［略］

様式第28号（第33条関係）

［略］

普通地域内において河川、湖沼等の水位、水量に増減を及ぼさせ

る行為をするので、宮崎県立自然公園条例第29条第１項の規定によ

り、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第29号（第33条関係）

［略］

普通地域内において広告物の設置等の行為をするので、宮崎県立

自然公園条例第29条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第30号（第33条関係）

［略］

普通地域内において水面の埋立、干拓をするので、宮崎県立自然

公園条例第29条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。

［略］

様式第31号（第33条関係）

［略］

普通地域内において鉱物の掘採・土石の採取をするので、宮崎県

立自然公園条例第29条第１項の規定により、次のとおり届け出ます

。

［略］

様式第32号（第33条関係）

［略］

普通地域内において土地の形状を変更する行為をするので、宮崎

県立自然公園条例第29条第１項の規定により、次のとおり届け出ま

す。

［略］

様式第33号（第46条関係）

（表）

（裏）

宮崎県立自然公園条例抜粋

（報告徴収及び立入検査）

第13条 知事は第７条第３項の認可を受けた者に対し、この章の

規定の施行に必要な限度において、公園事業の執行状況その他

必要な事項に関し報告を求め、又はその職員に、その公園事業

に係る施設に立ち入り、設備、帳簿、書類その他の物件を検査

させ、若しくは関係者に質問させることができる。

２ 前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。

第55条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金

に処する。

（１） 第13条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の

報告をし、又は同項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若

第 号

身 分 証 明 書

所 属

職氏名

上記の者は、宮崎県立自然公園条例第13条第２項に規定する立

入検査等を行う職員であることを証明する。

年 月 日

宮崎県知事 印
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様式第37号（第45条関係）

（表）

（裏）

様式第38号（第45条関係）

（表）

（裏）

様式第34号（第46条関係）

（表）

（裏）

様式第35号（第46条関係）

（表）

（裏）

しくは忌避し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは

虚偽の陳述をした者

（以下省略）

宮崎県立自然公園条例抜粋

（指定認定機関に係る報告徴収及び立入検査）

第20条 知事は、第14条から第21条までの規定の施行に必要な限

度において、指定認定機関に対し、その認定関係事務に関し報

告を求め、又はその職員に指定認定機関の事務所に立ち入り、

指定認定機関の帳簿、書類その他必要な物件を検査させ、若し

くは関係者に質問させることができる。

［略］

第44条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金

に処する。

（１）（省略）

（２）（省略）

（３） 第20条第１項に規定する報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又は同項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚

偽の陳述をした者

［略］

宮崎県立自然公園条例抜粋

（指定認定機関に係る報告徴収及び立入検査）

第26条 知事は、第20条から第27条までの規定の施行に必要な限

度において、指定認定機関に対し、その認定関係事務に関し報

告を求め、又はその職員に、指定認定機関の事務所に立ち入り

、指定認定機関の帳簿、書類その他必要な物件を検査させ、若

しくは関係者に質問させることができる。

［略］

第55条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金

に処する。

（１）（省略）

（２）（省略）

（３）（省略）

（４） 第26条第１項に規定する報告をせず、若しくは虚偽の報

告をし、又は同項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若し

くは忌避し、若しくは質問に対して陳述をせず、若しくは虚

偽の陳述をした者

［略］

［略］

上記の者は、宮崎県立自然公園条例第31条第２項に規定する立

入検査等を行う職員であることを証明する。

［略］

［略］

上記の者は、宮崎県立自然公園条例第24条第２項に規定する立

入検査等を行う職員であることを証明する。

［略］

宮崎県立自然公園条例抜粋

（報告の徴収及び立入検査）

第24条 知事は、自然公園の保護のために必要があると認めると

きは、第11条第４項の規定による許可を受けた者又は第22条の

規定により行為を制限され、若しくは必要な措置を執るべき旨

を命ぜられた者に対して、当該行為の実施状況その他必要な事

項について報告を求めることができる。

２ 知事は、第11条第４項、第22条又は前条の規定による処分を

するために必要があると認めるときは、その必要な限度におい

て、職員をして、自然公園の区域内の土地若しくは建物内に立

ち入らせ、又は第11条第４項各号若しくは第22条第１項各号に

掲げる行為の実施状況を検査させ、又はこれらの行為の風景に

及ぼす影響を調査させることができる。

３ 前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。

宮崎県立自然公園条例抜粋

（報告徴収及び立入検査）

第31条 知事は、自然公園の保護のために必要があると認めると

きは、第18条第４項若しくは第19条第３項第７号の規定による

許可を受けた者又は第29条第２項の規定により行為を制限され

、若しくは必要な措置を執るべき旨を命ぜられた者に対して、

当該行為の実施状況その他必要な事項について報告を求めるこ

とができる。

２ 知事は、第18条第４項、第19条第３項第７号、第29条第２項

又は前条の規定による処分をするために必要があると認めると

きは、その必要な限度において、その職員に、自然公園の区域

内の土地若しくは建物内に立ち入り、第18条第４項各号、第19

条第３項第７号若しくは第29条第１項各号に掲げる行為の実施

状況を検査させ、又はこれらの行為の風景に及ぼす影響を調査

させることができる。

３ 前項の規定による立入検査又は立入調査をする職員は、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない

。

４ 第１項及び第２項の権限は、犯罪捜査のために認められたも

［略］

上記の者は、宮崎県立自然公園条例第26条第２項に規定する立

入検査等を行う職員であることを証明する。

［略］

［略］

上記の者は、宮崎県立自然公園条例第20条第２項に規定する立

入検査等を行う職員であることを証明する。

［略］
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様式第39号（第45条関係）

（表）

（裏）

様式第40号（第45条関係）

（表）

（裏）

様式第36号（第46条関係）

（表）

（裏）

様式第37号（第46条関係）

（表）

（裏）

第44条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金

に処する。

（１）（省略）

（２）（省略）

（３）（省略）

（４）（省略）

（５）（省略）

（６）（省略）

（７） 第24条第２項の規定による立入検査又は立入調査を拒み

、妨げ、又は忌避した者

［略］

のと解してはならない。

第55条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金

に処する。

（１）（省略）

（２）（省略）

（３）（省略）

（４）（省略）

（５）（省略）

（６）（省略）

（７）（省略）

（８） 第31条第２項の規定による立入検査又は立入調査を拒み

、妨げ、又は忌避した者

［略］

［略］

上記の者は、宮崎県立自然公園条例第26条第２項に規定する指

示をすることができる職員であることを証明する。

［略］

［略］

上記の者は、宮崎県立自然公園条例第33条第２項に規定する指

示をすることができる職員であることを証明する。

［略］

宮崎県立自然公園条例抜粋

（利用のための規制）

第26条 ［略］

２ ［略］

３ 前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。

第44条 ［略］

（１）（省略） （２）（省略）

（３）（省略） （４）（省略） （５）（省略）

（６）（省略） （７）（省略）

（８） 自然公園の特別地域又は集団施設地区内において、みだ

りに第26条第１項第１号に掲げる行為をした者

（９） 自然公園の特別地域又は集団施設地区内において、第26

条第２項の規定による当該職員の指示に従わないで、みだり

に同条第１項第２号に掲げる行為をした者

（10） （省略）

宮崎県立自然公園条例抜粋

（利用のための規制）

第33条 ［略］

２ ［略］

３ 前項に規定する職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者に提示しなければならない。

第55条 ［略］

（１）（省略） （２）（省略） （３）（省略）

（４）（省略） （５）（省略） （６）（省略）

（７）（省略） （８）（省略）

（９） 自然公園の特別地域又は集団施設地区内において、みだ

りに第33条第１項第１号に掲げる行為をした者

（10） 自然公園の特別地域又は集団施設地区内において、第33

条第２項の規定による当該職員の指示に従わないで、みだり

に同条第１項第２号に掲げる行為をした者

（11） （省略）

［略］

上記の者は、宮崎県立自然公園条例第38条第１項に規定する実

地調査のための立入標識等の設置等を行う職員であることを証明

する。

［略］

［略］

上記の者は、宮崎県立自然公園条例第49条第１項に規定する実

地調査のための立入標識等の設置等を行う職員であることを証明

する。

［略］

宮崎県立自然公園条例抜粋

（実地調査）

第38条 ［略］

２・３ ［略］

４ 第１項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求あるときは、これを提示しなければならない。

５ ［略］

第44条 ［略］

（１）（省略） （２）（省略）

（３）（省略） （４）（省略） （５）（省略）

宮崎県立自然公園条例抜粋

（実地調査）

第49条 ［略］

２・３ ［略］

４ 第１項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に

提示しなければならない。

５ ［略］

第55条 ［略］

（１）（省略） （２）（省略） （３）（省略）

（４）（省略） （５）（省略） （６）（省略）
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宮崎県告示第 349号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 民有林の保安林の所在場所 日南市大字毛吉田字登尾1724・17

43（以上２筆について次の図に示す部分に限る。）、1744

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 350号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする。

平成22年６月14日

様式第41号（第45条関係）

（表）

（裏）

様式第42号（第46条関係）

［略］

次のとおり損失を受けたので、宮崎県立自然公園条例第39条第１

項（第２項）の規定により、損失の補償を請求します。

［略］

様式第38号（第47条関係）

［略］

次のとおり損失を受けたので、宮崎県立自然公園条例第50条第１

項（第２項）の規定により、損失の補償を請求します。

［略］

附 則

この規則は、平成22年６月15日から施行する。

宮崎県立自然公園条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則をここに公布する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県規則第28号

宮崎県立自然公園条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則

宮崎県立自然公園条例の一部を改正する条例（平成22年宮崎県条例第19号）の施行期日は、平成22年６月15日とする。

告告 示示

（６）（省略） （７）（省略） （８）（省略）

（９）（省略）

（10） 第38条第５項の規定に違反して、同条第１項の規定によ

る立入り又は標識の設置その他の行為を拒み、又は妨げた者

（７）（省略） （８）（省略） （９）（省略）

（10）（省略）

（11） 第49条第５項の規定に違反して、同条第１項の規定によ

る立入り又は標識の設置その他の行為を拒み、又は妨げた者

宮崎県立自然公園条例施行規則抜粋

（報告の徴収及び立入検査）

第12条 知事は、公園事業者に対し、公園事業の執行に関し報告

を命じ、又は当該職員に公園事業に係る施設に立ち入らせ、そ

の設備及び帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは公園事

業の執行に関し質問をさせることができる。

２ 前項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請

求があるときは、これを提示しなければならない。

３ 公園事業者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による

立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定によ

る質問に対し虚偽の陳述をしてはならない。

第 号

身 分 証 明 書

所 属

職氏名

上記の者は、宮崎県立自然公園条例施行規則第12条第１項に規

定する立入検査等を行う職員であることを証明する。

年 月 日

宮崎県知事 印
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宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 民有林の保安林の所在場所 東臼杵郡美郷町西郷区山三ケ字増

谷3077、3081、字鞁原3405

２ 指定の目的 水源のかん養

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林

部自然環境課及び東臼杵農林振興局並びに美郷町役場に備え置い

て縦覧に供する。）

宮崎県告示第 351号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第２項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 民有林の保安林の所在場所 宮崎市高岡町小山田字大谷1787−

１、1796−１、1800−２、1801−１、1802

２ 指定の目的 干害の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林

部自然環境課及び中部農林振興局並びに宮崎市役所に備え置いて

縦覧に供する。）

宮崎県告示第 352号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 353号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 354号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 355号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

15.95.6 ～

7.4

旧西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字北

平1664番１

地先から同

緒方高

千穂線

県道７

15.95.6 ～

7.5

新

郡同町同大

字同字1662

番４地先ま

で

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

9.76.9 ～

7.7

旧西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字北

平1670番３

地先から同

郡同町同大

字同字1670

番３地先ま

で

緒方高

千穂線

県道７

9.77.7 ～

11.5

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

8.68.5 ～

9.3

旧西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字桐

元谷流1674

番１地先か

ら同郡同町

同大字同字

1674番１地

先まで

緒方高

千穂線

県道７

8.69.3 ～

12.4

新
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宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 356号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道

路の区域を次のとおり変更する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 357号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 358号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 359号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 360号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

18.610.7～

12.3

旧西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字桐

元谷流1674

番４地先か

ら同郡同町

同大字同字

1674番４地

先まで

緒方高

千穂線

県道７

18.614.0～

25.2

新

延 長

（メートル）

敷地の
幅 員

（メートル）

新旧

の別
区 間路線名

道路の

種 類

路線

番号

7.27.4 ～

7.9

旧西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字桐

元谷流1674

番５地先か

ら同郡同町

同大字同字

1674番５地

先まで

緒方高

千穂線

県道７

7.27.4 ～

11.4

新

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成22年６月14日西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字北

緒方高

千穂線

県道７

平1664番１

地先から同

郡同町同大

字同字1662

番４地先ま

で

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成22年６月14日西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字北

平1670番３

地先から同

郡同町同大

字同字1670

番３地先ま

で

緒方高

千穂線

県道７

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成22年６月14日西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字桐

元谷流1674

番１地先か

ら同郡同町

同大字同字

1674番１地

先まで

緒方高

千穂線

県道７
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路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

宮崎県告示第 361号

道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道

路の供用を次のとおり開始する。

なお、関係図面は、平成22年６月14日から平成22年６月27日まで

宮崎県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、長田土地改良区（三股町）から平成22年３月31日付けで申請のあ

った定款の変更を認可した。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、勝岡土地改良区（三股町）から平成22年３月31日付けで申請のあ

った定款の変更を認可した。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、南郷町土地改良区（日南市）から平成22年３月31日付けで申請の

あった定款の変更を認可した。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、佐土原町土地改良区（宮崎市）から平成22年４月２日付けで申請

のあった定款の変更を認可した。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、延岡市土地改良区（延岡市）から平成22年４月13日付けで申請の

あった定款の変更を認可した。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、北郷町土地改良区（日南市）から平成22年４月16日付けで申請の

あった定款の変更を認可した。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により

、小又川土地改良区（高千穂町）から平成22年４月26日付けで申請

のあった定款の変更を認可した。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

漁港漁場整備法（昭和25年法律第 137号）第17条第11項において

準用する同条第４項の規定により、目井津地区の漁港整備に係る特

定漁港漁場整備事業計画を変更したいので、当該特定漁港漁場整備

事業計画の案を次のとおり公衆の縦覧に供する。

なお、当該特定漁港漁場整備事業計画の案に意見のある者は、縦

覧期間が満了する日までに、宮崎県知事に対し意見書を提出するこ

とができる。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 特定漁港漁場整備事業計画の名称

特定漁港漁場整備事業計画（目井津地区）

２ 縦覧場所

宮崎県農政水産部漁港漁場整備課及び宮崎県油津港湾事務所

３ 縦覧期間

平成22年６月14日から平成22年７月４日まで

測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第

14条第１項の規定により、公共測量の実施について、宮崎地方法務

局長から次のとおり通知があった。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫

１ 作業の種類

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成22年６月14日西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字桐

元谷流1674

番４地先か

ら同郡同町

同大字同字

1674番４地

先まで

緒方高

千穂線

県道７

供用開始の期日区 間路線名
道路の

種 類

路線

番号

平成22年６月14日西臼杵郡高

千穂町大字

上岩戸字桐

元谷流1674

番５地先か

ら同郡同町

同大字同字

1674番５地

先まで

緒方高

千穂線

県道７

公公 告告
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公共測量（不動産登記法第１４条地図作成）

２ 作業期間

平成22年５月24日から平成23年３月18日まで

３ 作業地域

宮崎県宮崎市本郷１丁目、２丁目、３丁目、希望ヶ丘１丁目、

希望ヶ丘３丁目の一部、大字本郷南方の一部

測量法（昭和24年法律第 188号）第39条において準用する同法第

14条第２項の規定により、平成22年宮崎県公報第2169号により公告

した公共測量（４級基準点：29点、出来形確定測量： 7．0ha「世界

測地系」）が平成22年４月30日終了した旨、宮崎市長から通知があ

った。

平成22年６月14日

宮崎県知事 東国原 英 夫
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